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都市研究所共同研究E ファイナル・ミーティング

持続可能な都市の「かたち」と「しくみJ

日時平成14年 3月5日 13 : 15 -18 : 05 

場所 東京都立大学91年館多目的ホール

概 要

「循環型社会j や「持続可能な都市Jといった言葉を近年よく耳にするようになった。

共同研究 (n) r循環型社会とまちづくりに関する総合的研究」では、多角的な視点でこ

のテーマを扱ってきたが、 4年間に及ぶ研究の締めくくりとして、以下のとおり、シンポ

ジウム形式の最終研究会を行った。

その中では、グローパルな視野でのsustainabilityproblemの相対化(欧米先進国と発展途

上国の間での問題の質と有効な対策の相違)、建築・都市の平面的構成、交通と土地利用

の制御、都市の更新と社会的ネットワーク、物質循環と経済循環等、「持続可能な都市」

をめぐる様々な側面について、報告と討議が行われた。

次頁以下の記録は、このミーティングの内容を録音後整理したものであり、細部の表現

に関する文責は、研究代表者であるとりまとめ担当者にある。

1.基調講演

“Why Are Urban Environmental Problems in Developing Countries Different from Those in the 

West? Comparison ofthe USA and Asia Pacific Experiences" 

国連大学高等研究所研究員・東京大学非常勤講師

Peter J. Marcotullio， Ph.D (日本語逐語通訳付き)

2.パネル・ディスカッション

パネリスト(五十音順): 

河中 俊(国土交通省国土技術政策総合研究所都市開発研究室長)

園部 雅久(上智大学文学部社会学科教授)

高見 淳史(東京都立大学大学院工学研究科助手)

丸山 真人(東京大学大学院総合文化研究科教授)

コーディネ}タ:玉川 英則(東京都立大学都市研究所)

全体司会:羽貝 正美(東京都立大学都市研究所)
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1 開会あいさつ

玉川英則

皆様、ょうこそいらっしゃいました。玉川と申

します。本来ならば、こちらの都市研究所の運営

委員長であります高見津教授の方からご挨拶を申

し上げるべきところですが、残念ながら所用のた

め都合がつきません。研究代表ということで私の

方から一言ご挨拶を申し上げます。

都市研究所という組織は、都立大学の全体の付

置研究所という形のもので、ごさ守いまして、大学院

都市科学研究科という部局を母体にしながらも各

学部、研究科のご協力を得ながら運営していると

いう形のものです。その中の中心的な活動といた

しまして共同研究というものがごさ守います。本

日、ファイナル・ミーティングという形を取らせ

ていただいた共同都市研究 (n)は、 1998年度か

ら今年度までの 4年度間につきまして「循環型社

会とまちづくりに関する総合的研究」というタイ

トルでやらせていただいたものでごFさ守います。

内容といいますか、どのような研究会を催して

きたかという簡単なご紹介になっておりますが、

パンフレットにまとめでございますのでごらんい

ただければと思います。最初がメンバーリスト

で、あと残りの 3ページが開催してまいりました

研究会の一覧という形になっています。合計50回

弱の研究会が開催されてきたかと思います。

本日は、ファイナル・ミーティングと称しまし

て、その取りまとめのシンポジウムをやらせてい

ただこうということで開催させていただきまし

た。

それからもう 1つ、今日最初に基調講演をいた

だきます国連大学高等研究所のPeter.Jhon . 

Marcotul¥ioさんがいらっしゃいますけれども、昨

秋、都市研究所と国連大学高等研究所の方で研究

交流協定というものが結ばれまして、お互いにこ

ういう研究会を開催する場合はエクスチェンジし

ていこうということで活動を始めております。今

日は、そのエクスチェンジ・プログラムの一環と

いうようなことも兼ねましてやらせていただいて

いるという次第です。

Marcotul¥ioさんにつきましては、国連大学高等

研究所のほかに東京大学都市工学科でも非常勤講

師をされ、都市計画、都市問題に非常にお詳しい

方でいらっしゃいます。

iGlobalization and Sustainabillity of Cities in the 

Asia Pacitic RegionJ という大著をまとめておら

れ、まさに今日のタイトルにもあります持続可能

な都市ということ、特にAsiaPacitic Regionの都

市の持続可能性についての専門家です。

ご挨拶が長くなりましたが、基調講演、その後

のパネルディスカッションを含めまして、長丁場

になるかと思いますが、よろしくおつき合いいた

だければと思います。それでは、どうぞよろしく

お願いいたします。

2 基調講演

ピーター・ J・マルコテュリオ

最初に皆様、こんにちは。そして今回、お招き

いただきましたこと、こういうチャンスを与えて

くださったことを感謝したいと思います。今日

は、国連大学でどのようなことを研究してきたの

か、ご説明したいと思います。

本日、興味の中心と申しますか、私が問題にし

たいのは、発展途上国における都市の環境の問題

というのは、アメリカ、欧米諸国と比べてどう違

うのか。ここに本日は焦点を当てたいと思いま

す。ここに書かれておりますように、順番にご報

告していきたいと思います。

まずはじめに、分析の基本となります都市環境

と開発に関する理論的な枠組みと言いましょう

か、理論的な関係についてざっとご説明したいと

思います。

その理論は主に 3つありまして、 1つは「コン

ドラチェフの波J、技術・経済面での変動がどう

起こるかという分析のツールです。 2番目は「グ

ローパリゼーション」、これは先ほど先生からご

紹介のあった私の本のテーマでもありますけれど

も、時間と空間の圧縮という概念です。 3番目は

「環境クズネッツ曲線j というクズネッツが都市

環境がどのように変化するかを分析する際に用い

たものですけれども、それについて触れたいと思
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います。

次に、欧米の都市の環境の変遷がどういう経験

を経てきたか。特にアメリカを中心にご説明した

いと思います。そして、そこからアジア太平洋諸

地域の都市の環境の変遷を、国家レベルのデー

夕、都市のデータを使って分析を試みたいと思い

ます。

最後に、このような分析の結果が、都市を統治

していく、あるいは管理していく上でどのような

意味を持つかについて触れたいと思います。

まずはじめに、コンドラチェフの波、これは皆

様多分、目にしたことも、勉強なさったことも、

実際に研究なさったこともおありだと思いますけ

れども、いわば50年程度の周期でしょうか、景気

循環の波についての分析です。コンドラチェフと

いうのはロシアの経済学者でして、イギリス、フ

ランス、アメリカ、 ドイツの景気の波というもの

を分析しましたところ、 3つのサイクルがある。

彼はいろいろなエレメントといいますか指標を

使って調べたわけですが、それが同時に波のよう

に起こるということを見出した人です。

例えば、価格の指標を見ていますと、ある数年

のうちに価格の上昇が始まり、その下降局面とい

うのもほぼ同じような局面で推移していくわけで

す。アメリカでほぼ200年の周期を取ってみます

と、とのようなサイクルで動いているのがわかり

ます。卸売物価がこのように戻ったりします。こ

こに見られるように4つの異なるサイクルを経て

上昇、下降を繰り返します。このサイクルという

Kondratieff Cycles in the USA 

間一

図 1

のは、新たな技術が導入されるとその技術の革新

に伴って起こっている。例えば、最近では新しい

技術、新素材ですとかバイオテクノロジーとか電

子通信技術とか、そういうものによって引き起こ

されている。これは最も最近の傾向です。そし

て、その技術革新が基調となって今のグローパリ

ゼーションのトレンドというのが展開されている

わけです(図1)。

これは、ディッケンという人が、『立地と空

間』という本で定義づけているわけですけれど

も、グローパリゼーションというのは非常に複雑

な相互関係のプロセスである、と。国際的に分散

された活動が機能的に統合するという側面が重要

であるというような指摘をしております。その相

互関係のプロセスというものは通信技術の急激な

発展というものに支えられている。その結果とし

て今、時間と空間の圧縮というようなものが起

こっている。その時間の圧縮というのは、今も瞬

時の、例えばメールを送れたりとか、時には時代

が余りにも早過ぎる進み方となって現れるわけで

す。

ですから、今の非常に忙しいビジネスの社会、

あるいは研究の社会では、 1つの課題を終わらせ

ると次の課題が次々と押し寄せてくる。あるい

は、 1つが終わらないうちに次のの難問が出てき

てしまう。それは皆様がご経験のことと思いま

す。そして、問題が次々と重複していく、同時に

起こってくるというのが、今まさに第3世界の諸

都市で起こっている状況であるわけです。

具体例にはいる前に、環境と科学の理論的な関

係について少し押さえておきたいと思います。こ

れが環境クズネッツ曲線と言われるものです(図

2)。ちょうどノーベル賞受賞のシーンが右の下

に写真が出ていますけれども、ここで何を説明し

ているかといいますと、まず経済開発がどんどん

進んでいきますと、所得の貧富の格差が最初は少

なかったものが拡大する。しかし、経済開発がさ

らに進むと、その格差がまた縮小していくという

ことを表している曲線です。非常にわかりやすく

魅力的な主張なわけですから、世銀もこれを使っ

ていろいろ分析を行いました。
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図2

そして、ここは幾つかの指標、下の軸は 1人当

たりの所得が増えるにつれてさまざまな環境の指

標がどう変わるかというのを示していますけれど

も、曲線は皆様ご存じのとおり、さまざまな形を

とって上がっていくわけです。例えば、左の一番

上にあります指標、これは安全な水が手に入れら

れるかどうかという指標ですけれども、所得が上

がるにつれてどんどん下がっていく。そして、も

のによっては、例えば大気中の二酸化硫黄の量な

どは、悪化して、それからまた所得が上がるにつ

れて下がっていく、改善される。そして、下の

2つ、これは 1人当たりの都心のごみの量と、二

酸化炭素の排出量なんですが、これは所得が増え

るにつれ急激に悪化する、そういった指標もあり

ます(図 3)。

しかし、このような研究は、環境クズネッツ曲

図3

線の論理というのか、果たしてこれはどうなのか

というさまざまな論議を呼び起こしました。

世銀の出した結論は、もしある一国の政策、あ

るいは管理、統治の方法が適切であれば環境問題

は克服できる、というものです。

例えば、前途に希望の持てる傾向としましてエ

ネルギー集約度についてみて見ますと、これは環

境クズネッツ曲線が当てはまる。例えば、イギリ

スですとかアメリカを例に見ますと、非常に問題

が深刻になって、そしてそれがよくなって下がっ

ているという傾向が出ています。そして、遅れて

きた国ほどその問題は深刻ではなかった。レート

カマ一、遅れてくるほど曲線の高いところは減っ

ているわけです。

しかし、このような結論に満足しない研究者も

いまして、そのカーブを個別に見るのではなく

て、これは統合させて 1つにして見てみようとい

う研究がこれです。これは、ゴードン・マクラナ

ハンらによる研究ですけれども、都市の非常に貧

しい段階から富が増大して豊かになると、段階的

に環境も変わっていくということを示していま

す。

例えば、家庭の衛生の状況ですとか、大気の状

況、炭素の排出量、こういったところを見てみま

すと、貧しい段階ですと、まず環境問題は近隣の

狭い地域で起こる。それが徐々に広がっていって

グローパル化、地球規模の問題になる。あるい

は、環境の衛生状況はすぐに回りの人の病気を引

き起こす、すぐに結果が現れるものから、結果が

遅れて何年もかかつてゆっくり出てくるようなも

のになっていく o あるいは、健康がすぐに脅かさ

れるような状況から、つまり個体の生命が脅かさ

れる状態から、生態系全体のシステムへの脅威と

なる、そういった段階が見られるとしています

(図 4)。

しかし、このような見方には、非常に長い長期

的な、歴史的な視点というのが欠けているのでは

ないかと私は思います。そして、先ほどの例えば

経済の長期的な傾向、それをまた重ね合わせてみ

ますと、途上国と先進国との違いというものがよ

り鮮明になってくるわけです。
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Abstract Model of the Urban 
Environmental Transition 

き令 A門倒W柊 c，構成予飾的

畳間…

吋1~
一一-h切窃扇醐"，.憎a位向

f.'~Qr 同tles We.泌狗y怠凶@篭

Shif泊、gi柑げで川ml!ntBI制開制窃

L<><.J …一一一一一一一一‘ 得。，"，

Im~重治.. …一一切色 白 L'Wre<;!

τhm謂初eh。窃悌、 臨 Th何，atMltf<給
向。御堂相同

Source. McGra問団n，etal，2001

図4

軸叩旬開…附句 、 加 問 岨 ' -印刷

。『畑町一一

に
一
心
シ

Th*WeSle側 E旋..  凶切符a

/ハハ/
τ'ooCurr四叫 Oeve咽咽 WOrldExper除""

lill 
図5

ごらんになれますでしょうか、アメリカとアジ

アの太平洋諸国の違いについてです(図 5)。左

側にありますのは世銀も先ほどのマクラナハンも

問題にした 3つの環境の指標です。上にあります

のは、アメリカではこういった問題が連続して、

重なり合わずに続けて起こっているわけです。と

ころが今、アジアの諸都市、バンコクですとかマ

ニラとか上海では、いわば同時多発的にこういっ

た問題が出現している。それを表したのが下の

カーブの図です。

私の本では、これを非常に詳細に、細かく論じ

ているわけですけれども、これをまとめ、先ほど

のコンドラチェフの波で申し上げた経済の波、そ

ちらからの関係の指標を組み合わせたものがここ

の図です。非常にコンパクトにサマリーとしてま

とめたものです。コンドラチェフの波の第 1、第

2、第3、第4の4つの波と、それに都市の発展

段階、これはイエーツという人の都市のタイプ論

を当てはめたものです。それぞれコンドラチェフ

の第 1の波のところは商業を中心とした都市、そ

して第2の波は初期の工業都市、そして第3の波

のところは国家規模の工業都市、そして第4の今

の波が成熟した、いわば脱工業化の都市の4つの

タイプです。この4つの都市の段階で、人間の健

康問題、あるいは環境問題がどのように変遷した

かを示しております。

例えば、 1900年、 20世紀初頭のニューヨークに

は馬が4万頭おりまして、物を運んだり人を運ん

だりしておりました。 4万頭もいますと、そのご

みといいますか廃棄物も膨大な量になるわけで

す。そしてまた、非常にこき使われましたので寿

命も短く、すぐ死んでしまう。ですから、道が非

常に汚れている状態である。時には、くるぶしの

あたりまで汚れてしまう。そのごみをどうするか

というのが問題でした。

ところで、そのころに自動車という新しいもの

が発明されまして、最初のうちはとても画期的な

ものだと思われたんです。非常に清潔で、馬のよ

うに糞はしない、ごみは出さない。でも、非常に

高価なので個人では買えないので、市しか買えな

い。ですから、解決策として非常にもてはやされ

たわけです。皆さんご承知のように、自動車がこ

の時代に出現したわけです。ところが、画期的

だ、ったこの発明が、後に非常に広範囲に問題を引

き起こす、そして場合によっては非常に深刻な問

題を引き起こすことが徐々にわかったわけです。

今日のように技術の変遷によって環境にどのよ

うな負荷がかかり、どのような環境問題、健康問

題が引き起こされたかを見てみますと、最初は個

体の健康に対する影響、これは私たちは「ブラウ

ン」、茶色の環境問題というように言っておりま

すけれども、それが出現する。それが解決された

かに見えると、次に工業によって引き起こされ

る、例えばイオウですとか水質の問題とか、そう

いった「グレー」の環境問題が引き起こされてく

る。それがさざざまな技術によって解決されよう

とすると、今度は「グリーン」、例えば消費です

とか大量消費、あるいはNPS、面的な広がりを持
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つ汚染源、それによる問題というものが、このよ

うにサイクルとして出てきているのがおわかりに

なるかと思います。

これが、今の世界で全般的にどのような傾向が

あるのかを見た図です。現在、世界ではどうなっ

ているか。これは世銀、その他の150カ国の国レ

ベルのデータを集めまして、 GDPと環境を標準化

した値というのものを縦軸に取って表したもので

す。その結果、指標を取って見てみますと、先ほ

どのマクラナハン等の研究と似たような指数曲線

がここに示されるわけです。

この 3つの指標、ちょっと薄いのですが、例え

ば水の安全度と、二酸化イオウの排出度、二酸化

炭素の排出度、この 3つで見ていまして、次に、

では一体世界には何人の人が異なる環境下に住ん

でいるのか、それについて人口統計的に見てみま

した。それを主に茶色の環境問題が多い地域、あ

るいはグレーですとかと分けてみたんですけれど

も、今特徴としているのは、世界の都市に住むほ

とんどの人々はいくつかの間題を抱えている。例

えば、グレーと茶色であるとか、グリーンとグ

レーであるとか、そういった幾つかの間題に固ま

れているということが、この指標でわかるわけで

す。

そして、世界の都市人口総計は今、 26億程度で

すけれども、今グリーンだけという非常に先進的

な都市に住む人々はその中でも 4分の lに満たな

い。しかし、このグリーンの先進諸国でも今後持

続可能な都市の開発というものが可能かどうか。

次に、アジア各国の都市について見てみます

と、またここでもほぼどの都市も幾つかの色の異

なる環境問題を同時に抱えているということが示

されました。

次に、国連人間居住センタ一、 UNSEHSの都市

レベルデータに当たりまして、都市ごとにどう

なっているかというのを分析しました。グリーン

に関しては、ちょっと指標がなかったのですが、

茶色とグレーについては予期したこと、こうでは

ないかとd思ったことが検証されたわけです。

そして、ここでも指標を取りました対数でグラ

フを取ってみますと、アジアの諸都市は茶とグ

レーの環境問題を同時に経験している。これは同

時進行しているということが示されました。

もちろん、これは非常に細かい実際の数値を出

しましたり、研究、分析を重ねたわけですけれど

も、まさにその場合には、ではどうなのか、一体

どういう意味があるのかということを問うわけで

す。

私の結論では、都市の政策、あるいはガパナン

ス、管理、統治にとってこの環境問題というのは

非常に大きな意味を持ちます。ではどういう意味

を持つのか。ここで、その結論から 3つ指摘した

いと思います。

まず第 1点は、欧米は非常に長い時問、 150年

もの時間をかけて都市の環境の変化というものを

経験してきました。しかし一方、アジア諸国はこ

れが30年から50年という急激かつ集中的な変化を

経験しています。したがって、非常に長い時間を

かけて計画、実施される欧米流の解決策は、アジ

アの現状には一般的には合わない。そしてまた、

同じような解決策を当てはめたとしても同じよう

な効果は期待できない。

また、欧米における環境対策というのは、異な

る技術、あるいは経済のシステムの中で登場して

きているわけです。ですから、新たな技術が開発

されるとそれを使って新たな解決策の利用が可能

となったわけです。もちろん、これまでに積み重

ねてきた解決策というのを一足飛びといいます

か、かえる飛びのように当てはめること、遅れて

きた国に当てはめることも、一部には可能であり

ましょう。そういった解決策を当てはめることは

可能ではありますけれども、しかしこれまでの経

験では、環境問題から脱却することがますます困

難になっている。欧米には当てはまった環境クズ

ネッツ曲線が、アジアの場合には当てはまらない

のではないかということが明らかになってきまし

た。

欧米諸都市では、環境問題が同時多発的ではな

く順番に出現してきたわけですから、その結果、

新しい制度というものをつくって、その中で解決

が図られてきたわけです。例えば浄水、給水の問

題が起こると上水道をつくるのに非常にお金がか
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かる。お金はかかるけれども、その資金の問題は

解決する。そして上水道をつくる仕組みというも

のをつくって問題の解決を図ることができてきた

わけです。あるいは、新たに大気汚染の問題、あ

るいは化学物質の汚染の問題が出てくると、これ

は国家的な問題だとして国の法律によって取り締

まる、あるいは新しい国の機関をつくるといった

ことで問題の解決を図ってきたわけです。

最も新しいグローバルな問題、あるいはグリー

ンな問題に対しては、大規模なインフラですとか

国家レベルの政策ではなくて、アメリカは地方に

分散、あるいはNGOの役割に期待する、コミュ

ニティーベースの役割を認める、そういったふう

に変化してきでいるわけです。しかし、環境問題

でさまざまな問題が同時多発的に起こると、こう

いった 3つの問題を組み合わせるということが必

要となってくるわけです。欧米のように順番に解

決するということはできなくなるわけです。問題

の解決には、新しい、同時的、あるいは統合的な

戦略が必要になるのではないか。例えば、国際機

関などから地域レベルの機関など、垂直的な機関

の統合が必要になる。それらが共同で問題の解決

に当たるということが必要になるのではないかと

思われるわけです。そしてまた、政策レベルで

も、国際レベルの政策、あるいは国内レベルの政

策、あるいは地域レベルの政策というものを統合

していく、そういったものが大きな課題として出

てくるのではないかと思われます。今、第3世界

の国、あるいは都市が直面している環境問題、環

境への挑戦というのが、まさにこれであろうと私

は考えております。

結論として 3つ挙げますと、まずアジア・太平

洋地域における都市環境の変選、都市環境がどん

どん変わっているということは、数々の指標に

よって明らかとなっているでしょう。しかし、そ

の変遷のプロセスは欧米、特に米国のものとは著

しく様相を異にしているであろう。そしてまた、

このように大きな違いというものが、適切な対策

を計画、あるいは実施する上で意味を持つのでは

ないか。このように結論として述べたいと思いま

す。

どうもありがとうございました。

質問者 アメリカと発展途上国では、環境問題に

対する政策の立て方が異なる、そういう結論を出

されたと理解してよろしいでしょうか。もう少し

具体的にいうと、アメリカの場合は、時間の流れ

に従って国レベルの政策から、あるいは集権的な

政策から分権的な政策に変わっていったというこ

とに対して、アジアの都市の場合には、国レベ

ル、それから国際レベルとローカルなレベルの 3

つの異なったレベルの政策を統合して初めて環境

問題に当たれるということがあって、単にアメリ

カのようにインセンプライアリゼーションとか

ローカリゼーションを強調したのでは、環境問題

に対する有効な政策にはならないというのが結論

なのでしょうか。

Marcotullio 多分そうだと思います。つまり、分

権というものが強調されていますけれども、より

総合的、幅広い見方を迫られているのではないか

と思います。

質問者 発展途上国と先進国の環境問題が違うと

いうことですが、発展途上国の場合、技術レベル

が先進国と違うから、》そのようになっているとい

うことなのか、それとも発展途上国の文化的な問

題といいますか、アセスの方が今までの先進国と

違うということからくるカルチュラルな問題が生

じているのか、その辺をお聞きしたいんですけ

ど。

Marcotullio もちろん、文化的な側面もあるで

しょうし、また1，000人当たりの自動車保有台数

というのを見ますと、バンコクあるいはクアラル

ンプールの都市の一部の層は、東京よりも車の保

有率が高い。ところが、所得はこれらの諸都市の

方が断然低い。というわけで、グローパリゼー

ションの進展によって、車の輸入・輸出の傾向と

いうものも変わってきますでしょうし、また低い

所得で車を何とか工面して買うというファイナン

スの方法というものもまた変わってくるでしょ

う。ですから、より遅く来た国の方が収入のレベ

ルが低くてもこういったものが加速的に普及する

という傾向があります。したがって、バンコク、
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クアラルンプールでは、先ほどのブラウン、工業

化のある程度進んだ段階でのブラウンの環境問題

と、それから先進のグリーンの問題が同居する、

同時に起こるという状況に直面しているわけで

す。

例えば、文化的な問題、アーバンデザインです

ね、都市がどのように設計されているかという

と、ご承知のようにバンコクは、アジア的な、非

常に道が狭く、曲がりくねったような都市で、そ

こに車が流入してくる、非常に車が増えてるとい

うことで、もちろん欧米のレベル程には1，000人

当たりの台数は増えないかもしれないけれども、

そこに車が流入するということで都市の問題が引

き起こされる、深刻な汚染も引き起こされるとい

うわけです。

このような問題を解決するのは、都市自体、都

市それだけでは無理であろうと、私は，思っており

ます。解決は都市だけでは無理ですから、国の政

府に働きかけて何らかの立法措置を取る。あるい

はこういった大型の消費財に関して何らかの措置

を取る。あるいは、世界に目を向けて世界的な投

資を呼び込むといいますか、その投資を可能にす

る。違ったレベルでの解決策が必要になるかと思

われます。

特に人々の健康への影響というものは深刻で、し

て、アジアの一部の都市では、例えば薪とかを

使っている。それから、ごみはうちの中で燃やし

ていたり、そうすると、家庭内での大気汚染が起

こる。それで呼吸器系の疾病が増える。そうし

て、一歩外に出ますと車も相当普及しているので

大気汚染がある。そういった二重の脅威にさらさ

れているわけですね。これは、今までの例えば日

本ですとか欧米の都市が経験してこなかった状況

だろうと思います。

そして、中国の都市では農薬を使って作物をつ

くる。それをうちの中で煮炊きをしたり、残りか

すを燃やしたりする。汚染の相互作用、シナジー

効果というものが引き起こされているわけです。

むしろ、私から皆様への質問というか考えてい

ただきたいのは、日本の環境も歴史的な変還の中

にあるわけでして、多分欧米諸国よりは遅れて登

場している。しかし、バンコクや中国よりは早い

ペースで進んでいる。シンガポールも似たような

状況にあるかもしれません。この空間と環境の圧

縮の過程の中で、日本というのは一体今どのあた

りにいるのか、日本の特有の問題というものはど

ういうものなのか、その点については皆様にもお

考えいただきたいのです。日本というのは、アメ

リカよりも遅くスタートしたかもしれませんけれ

ども、日本の特徴というのはどういうものか、皆

様にも考えていただきたいと思います。

今、例えば日本にもいろいろ都市があります

し、さまざまな状況の都市がありますけれども、

東京は少なくともアジアのほかの都市から見ると

大気はきれいだと、私は思います。大気汚染の問

題がありますけれども、ほかのアジアの都市より

はましであろうと思います。

私が師と仰ぐ方が、「もしアジアがうまく発展

できれば、アジアの都市は今に東京のようになる

であろうJと言ったことがありますけれども、皆

さんもそうお思いでしょうか。どうお考えでしょ

うか。

質問者 環境問題を交通の方から申しますと、ア

メリカの場合は1840年ごろから蒸気機関車ができ

ています。それから、日本は1872年から汽車がで

きる。そして、第2次大戦までに公共交通機関、

汽車、電気機関車、都市のスピード化、これが大

変発展してきました。それがアジアの諸国に比べ

て日本が進んだ理由でしょう。他方、道路の方

は、バンコクと同じように大変狭い道で、自動車

はほとんど使わずにきました。ところが、第2次

大戦後、特に1960年ごろから日本の自動車産業と

いうのは大変な勢いで発展しました。そして、

1980年には、自動車の生産台数はアメリカを追い

越すほどになりました。そうすると、道路の点で

はバンコクと同じように今までの狭い道に急に自

動車が氾濫してきた。こういう形になっていま

す。

ただ、戦前から出てきたトランスポーテーショ

ン、特にレールは幸い恵まれていて、戦後も東京

は、自動車の問題は大変ですけど、しかし地下鉄

あるいは電車というところが大変発展しました。
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面白いことは、ニューヨーク市は戦後50年間にで

きた地下鉄の駅は、たしか 2つだけです。東京は

地下鉄の駅は、恐らく何カ月かに 1つずつできて

いき、地下鉄のニューラインが大体 1年に 1本ず

つできています。そして、現在、日本のパブリッ

クトランスポーテーション施設というのは、大変

進んでおりますので、東京は自動車の問題では苦

しんでいますが、しかしトランスポーテーション

の点でいえば先進国の方です。

したがって、おっしゃったように東京の交通機

関は大変恵まれた先進国であるとも言えるし、自

動車問題で大変困っている後進国、ちょうどその

境と言えるでしょう。

Marcotullio ご指摘のとおり、東京の交通機関は

私もとてもよいと思います。最近、石原都知事が

ディーゼル車の規制を打ち出しましたけれども、

これも非常にいい対策だと思いますし、車という

のは協力して何らかの代替策、代わるものを生み

出していきませんと温室効果というのも非常に大

きな問題ですし、温暖化による海面の上昇、これ

もまた差し迫った大きな問題だと思います。

3. パネルディスカッション

全体司会.羽貝 それでは、パネルディスカッ

ションに移りたいと思います。

パネルディスカッションの方は、玉川さんに

コーディネーターをお願いしまして、これ以降バ

トンをお渡ししたいと思いますので、どうぞよろ

しくお願いします。

司会:玉川 よろしくお願いいたします。座らせ

ていただきます。

パネルディスカッションの部ですけれども、先

に訂正がございまして、お知らせではパネラーと

なっていますが、おそらくパネリストが英語とし

ては正解じゃないかと思います。失礼いたしまし

た、ご訂正ください。また先ほどの基調講演のと

ころで、日本語の同時通訳となっていますが、逐

次通訳ということで、通訳を佐藤綾子さんにお願

いしています。この 2点、訂正させていただきま

す。

それでは、パネルディスカッションに入らせて

いただきます。

一応、統一テーマが「持続可能な都市の『かた

ち』と『しくみ.JJJということで、比較的技術

系、工学系の研究者の方から社会科学系の方まで

お招きいたしております。ちょっと新しい趣向か

と思いますけれども、 l人ずつご登場いただいて

お話を固めながら、最終的には4人の皆様が壇上

に並ぶという形でディスカッションを進めてみた

いというふうに考えています。

トップバッターでごさeいますが、国土交通省国

土技術政策総合研究所の河中俊さんをお招きいた

しました。河中さんにつきましては、先ほどお渡

ししました水色のこちらの研究会の一覧を書いた

パンフレットがございますが、このプロジェクト

研究の非常に早い段階で、 98年 5月25日に早速ご

講演をいただいておりまして、そのときは、『省

資源・省エネルギー型の市街地形成のための「定

石集H というタイトルで、非常に興味深いご講

演をいただいております。きょうは、その話も含

めまして、ある程度その後の展開もあわせて、時

間は非常に短いので恐縮ですが、お話をいただき

ディスカッションさせていただきたいと思いま

す。どうぞ、よろしくお願いします。

(1)エネルギーと建築:都市の立場から

河 中 俊

ただいまご紹介をいただきました国土交通省国

土技術政策総合研究所都市研究部都市開発研究室

という、自分でも空で言えないような長い肩書き

の所におります。私、 トップバッターということ

で、一応「エネルギーと建築:都市の立場から」

ということなのですが、お話しする内容はできる

だけ都市計画サイドに立っているつもりではあり

ます。ただ、都市とか建築全てに渡っているとは

とても申し上げられないので、特に強調している

話もありますし、都市計画だけの立場から考える

と、ちょっと考え方が違うというようなところも

あろうかと思いますが、それはご容赦いただきた

いと思います。

ここにお手元のメモと同じものを掲げておりま

すけれども、玉川先生からご紹介がありましたが
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5年間の研究を当時の建設省の総合技術開発プロ

ジェクトで1991年度から1995年度まで行いまし

た。その作業のひとつに、筑波大学の越塚教授を

中心にした「都市構造エネルギー研究会j という

研究グループの数名の専門家で議論して考えた

「定石集」というのがあります。それが何かとい

うことを中心にお話しいたします。

91年という年に注目していただきたいのです

が、バブル経済の残り香といいますか勢いがまだ

残っていて、現在日本がこんな未曾有の不況に襲

われているというようなことは全く予見できない

時代に発想していたなということを、今回このお

話をお引き受けするときに、改めて内容を自分で

振り返ってみて感じておりますので、バブル経済

のころの右肩上がりの勢いを残していたころに、

ある考え方をするとこういうふうになったという

ようなことでお話ししたいと思います。つまり、

発想がもう10年余り前の、今となっては古くなっ

ているお話です。

メモの最初にあり、 Marcotullio先生の講演でも

触れられていますので繰り返すまでもないのです

が、エネルギー消費が増えて地球温暖化ガスの温

室効果ガスの排出が増えていてそれが止まらな

い。京都議定書で1997年に決めた約束、日本は

2008年から2010年までにC02の排出量を1990年レ

ベル実績よりも 6%減らすという条約を批准して

果たして守れるのかということがあります。そこ

ら辺がありまして、この研究を始めたときに、

COP3の議定書の話はありませんでしたけれど

も、そういう切実感もありまして研究を始めたわ

けです。

これは、 1カ月ほど前の日経新聞に載りました

資源エネルギー庁の全面意見公告のグラフです

が、 1990年レベルにこれぐらいの排出量だった

C02の炭素排出が、 99年にはここまでになって、

日本としては2010年度までにはまたここまで下げ

なければいけないという政府レベルでの目標を示

しています。

同じ全面公告から、増加し続けるエネルギー消

費量ということで、部門別に省エネの工夫がどの

程度実現しているかということを見ているのです

が、産業部門というのは比較的優秀で、 1973年か

ら99年まで 5ポイントほどしか上がっていませ

ん。反面、ご存じのように家庭部門がぐんぐん伸

びていて、これをどうやって抑えるかということ

が大変でして、都市計画の側でも何かできること

があるんじゃないかということで、検討を始めた

わけです。

お手元の資料の右側の方に定石集の表が載って

おります。ここで言ってる定石というのは少し言

葉の使い方が特殊です。定石というのは一般に囲

碁とか将棋で使われますが、一方の指し手、打ち

手がある手を打って、相手がそれに対して最善と

思われる手をまた打ち返す、それに対してまたそ

の次に最善と思われる、最も合理的と思われる手

順を繰り返す、そういうことが長年の研究によっ

て明らかになっていて、一応全部知り尽くしてい

る立場からするとそれが合理的であるという様な

ものを「定石」と呼んでいるわけです。

これを都市計画などの立場で出そうといったと

きに、できるだけ単純な前提というものを置い

て、その中で物事がどういうふうに、特に定量的

にこういうふうな傾向に運んでいくから、こうい

うふうに気をつけたらいいんじゃないかというよ

うなものを提案して、定石集としてまとめてみよ

うじゃないかということです。

もちろん囲碁や将棋の定石も常に定石どおりに

打っていればいいというわけではなくて、相手は

撹乱するような手を、つまり定石を外して打って

きますから、定石どおりにやろうとしてそれに固

執したら負けてしまいます。定石集というのは、

一応考え方の基本として、こうすればこうなるん

だよというものを押さえておこうという意味で、

表にありますような約30項ほどのものをその当時

の時点でまとめたものです。

中には、今や定石のリストから外した方がいい

のでは、というようなものも一部にあります。本

日は、その中から幾つかのものをかいつまんでご

説明しようと思います。

お手元の表の 1という定石集のリストの上半分

の方にかかわるものをOHPでも掲げております。

Aとして、「市街地の基本計画策定に即した定石
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群」として l番から 13番までを提示しておりま

す。その中の定石の4と5のところを読んでみま

すと、「所要時間が最小となる道路密度が存在す

る」、それから「所要エネルギーが最小となる道

路密度が存在するJというものがあります。

非常に模式的なのですが、碁盤日状の道路が全

部平面交差している仮想の都市を考えて、それぞ

れの交差点に信号があると考えたときに、端から

端まで車で行くのにどれぐらいの時間がかかるか

ということをモデル的に計算してみます。これは

実は全体にわたっている道路の粗密度が違って、

面積も違うのですけれども、道路の総延長は全部

同じように作つであります。そうすると、ある

データに基づ、いて推計すると、端から端まで行く

のに、一番密で一見小さく密集していて効率的に

見えるところで700秒かかりそうだと。この一番

大きな道路が粗に入っているものでも700秒ぐら

いかかるので、中間のところで計算すると500秒

ぐらいで端から端まで行けるというような試算結

果が出てきますし、エネルギーの面でも両極端の

中間に一番効率のよさそうなところがあるという

ことがわかります。紹介していますのは、それを

グラフに表したもので、上の方が時間について、

下の方がエネルギーについてのものです。やはり

こういう最小になるような最適点というものが、

少しずれるのですが存在する。コンパクトに集中

する方がいいよという議論に対して、やっぱりお

のずと適切なところというのがあるのではないか

ということを提示したつもりです。

定石集の 7番のところで、「職住近接立地を図

ることによって通勤交通に伴うエネルギー消費を

抑制する」というものがあります。その考え方の

模式的な部分の説明図ですが、白い部分が住宅

で、黒い部分が従業地、仕事場だと思ってくださ

い。それで、現状でこういうふうにお互いに遠く

の方へ通っているような、「クロス・コミュニ

ティ」と言いますが、そうした状祝を想定しま

す。これを現実には不可能ですけれども、職場の

方の割り当てを変えてしまう、あるいは住宅の割

り当てを変えることで、交差ができるだけ少なく

なるようにして、強制的に割り当てを変えるとい

うようなことを下のような制約条件で東京の大都

市圏でやってみます。その当時の試算結果では、

時間にして最大16%の節約、エネルギーにして最

大30%ぐらいの節約ができるという結果が出たわ

けです。理論的に現実には不可能なようなことを

やって節約できる上限値というものがこれぐらい

になってくるんだというようなラインをこれに

よって示しております。

本日は詳細に触れませんけれども、定石番号の

8番に「業務地の立地場所については業務交通の

発生量に応じて、先手及び誘導を行う」というも

のがあります。これと住宅地のこういった通勤の

問題等を組み合わせますと、業務交通の発生する

度合いの頻度によって中心部に業務地を集積させ

るのが有利な場合と、外側に業務地を分散し住宅

地も適切にそれに近いところに分散させるのが有

利な場合とに分かれてくるというような結果が当

時得られたわけです。

次が定石の10番と11番にかかわるものなんです

が、次のような立体があると考えてください。こ

れが都市だというふうにここで、は言っています

が、都市を 3次元で考えると、所要時間を最小と

するプロポーション、底辺と高さの比が存在する

というものです。それから、同じようにエネル

ギー消費を最小とするプロポーションも存在する

というもので、空中に 2点間任意にといいます

か、同確率で出発地と行く先が発生したときに、

まず地上レベルまで下がっていって、地上レベル

でも格子上の道路に沿って移動して、また空中の

1点に上がるというような移動を考えたときに、

この縦・横比が垂直方向の移動に要する時間とか

エネルギーの重みによって適切な比率が定まって

くるということが数字的に明らかになりましたφ

次は、定石の12番で、「低密度市街地のスプ

ロールを抑制し、土地の適正利用がなされていな

い地区の都市の成長は未利用地の有効利用や立体

化による対応を図る」というものです。どこにで

もあるような表現に見えるのですが、高密度業務

の集中地域をつくるとか、アーバンスプロールを

防止して、平面的に拡大するのを防ぐというよう

なこととかかわってきて、中心部ではどれぐらい
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の高さになればいいかという議論を扱っているわ

けです。上の方は、非常に仮想的な直線状の 1次

元の都市というものを考えたときに、垂直方向の

移動に要する重みを変えると、そのエネルギーと

か時間の最適化を図る、この場合は総移動距離を

最小にするという制約条件を受けますけれども、

都市の高さ、プロポーションが変わってくるとい

うことで、垂直方向の移動の重みが大きいとき、

例えば階段しかないとか、エレベーターがものす

ごいエネルギーを使うとき、平らにどこまでも広

がって展開するような形になるし、垂直方向の重

みが少なくなってくると、中心部がぐっと切り

立ってくるような形の方が、この観点からすれば

有効になってくるわけです。

今度は、各砂糖を積み重ねたような仮想の都市

のモデルで、時間とかエネルギーの面から評価し

て、それぞれ前提条件が変わるのですが、これぐ

らい中心部がどれぐらい密度が高く高層化して上

げればいいかというラインが、前提においてかな

り変わってくるということを示しています。

このOHPは、お手元の表の後半の方に書かれて

います IB.市街地の整備計画策定に即した定石

群Jというものです。本日は、これに詳しく触れ

ている余裕がありませんので、定石の17番と18番

だけ概要をご説明したいと思います。コージェネ

レーション・システム導入に関する定石というも

ので、 17番の方が「電力と熱をともに消費する市

街地では、コージェネレーション導入により、省

エネルギーとエネルギーの安定供給を図ることが

できる」。コージェネレーションで熱供給と、冷

熱も含みますが、熱供給と電気を同時に供給す

る。電気は、電力の方に売電したりして売ったり

もすることができます。

定石の18番ですが、「コージェネレーションの

供給対象に、エネルギー消費パターンの異なる複

数の建物用途が含まれるよう計画することによ

り、省エネルギー効果と導入の経済性を高めるこ

とができる」。これは、具体的には、文章は非常

に細かいのですが、業務商業系の用途が使うエネ

ルギーパターンと、住宅とかホテルなどの宿泊系

が使うパターンが全然違っているので、そういう

両方が混ぜこぜになっている方が、コージェネ

レーションをやるときには効率性が高まるという

ことを言っているわけです。

ここから先は、定石そのものではありません

が、国土地理院が不定期につくっている首都圏の

細密数値情報という土地利用に関するメッシユ

データに基づいて作成した粗いフローチャートで

す。結論としては、中高層住宅の床面積が非常に

多いところと、それから商業業務系の床面積が非

常に多いところが近寄っているところに注目し

て、最終的には、もともと10メートルのポイント

データからなんですが、 1キロメートルメッシュ

の中でどのぐらいそういうものがたくさん近寄っ

て存在しているかということを推計することに

よって、コージェネレーションの導入の試算を

やってみようとしたわけです。

細かくと言うとここに書いたような表現なんで

すが、要するに住宅もあればお屈もオフィスもた

くさんあるところを探すという作業になります。

この作業全体を通して、首都圏で、 1キロメッ

シュ単位で特徴があるところが出てきます。大体

この範囲ぐらいが東京の山手線だと思ってくださ

い。多摩ニュータウン、南大沢は多分このあたり

になるかと思います。

この中では、赤い色のところが商業業務系の床

面積が多いと推計されるところ、黄色が中高層住

宅の床面が多いと推計されるところ、青が両方の

用途がともにたくさん混在していると推計される

ところです。こういうようなところを、あとは実

際にもうちょっと細かい地図とかデータで見てい

きますと、やはりこういうようなところは既に東

京都が地域冷暖房を促進する地域として、既に地

域冷暖房を入れているところが多かったんです

が、その時点でまだ入れるべきなのに計画が具体

化してないとか、導入されてないようなところを

ケース・スタディー・エリアとして探していきま

した。その結果出てきた幾つかの地区の内、渋谷

駅の周辺の地区と品川駅の周辺の地区について、

やや詳細に検討してみました。きょうは渋谷の

シートだ、け持ってまいりました。 JRの渋谷駅を

中心に、大体半径500メートルぐらいのこのよう
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な範囲内が対象になります。

ここにいくつか、後で申し上げるシナリオに

沿ったエネルギー施策を入れていこうということ

で実算するわけですが、特にコージェネレーショ

ンの場合に、街区単位にどれぐらいエネルギー消

費が、負荷が見込まれるかということをエネル

ギー負荷の多い順に並べ直したのですが、青い部

分が電力負荷を示しまして、それから赤い部分が

熱の負荷を示して、渋谷地区の場合こんなパター

ンになります。コージェネレーションの専門家に

よれば、この両方の比率、熱伝比という数値が変

わってくるのですが、それによって適切なコー

ジェネレーションを導入する方法、運転の運用の

方法が違ってくるということでます。

それで幾つかのシナリオを用意して、ここら辺

に当時清掃工場の建設が予定されていたり、それ

からエネルギー供給インフラといったパイプを道

路の下に通してみたりとか、いくつかの施策が導

入されることも想定したこういう図面のエリアに

対して、施策を見てみます。シナリオ 1というの

が、述べ床面積2万平米以上の建物で、コージェ

ネレーション・システムを導入して概区内に熱供

給をする。その場合に、省エネルギーの量を赤い

グラフで、それから比率で見たのが青い方のグラ

フになります。

シナリオ 2はもうちょっと強化して、シナリオ

の1に加えて述べ床面積2万平方メートル以上の

街区にも熱を供給する。そのために熱供給インフ

ラを今度は道路の下に通していくということが必

要になります。それから、シナリオの 3として

は、シナリオの 2に加えて清掃工場の廃熱をエネ

ルギー供給幹線で供給する。シナリオの4ではシ

ナリオに 2に加えて、清掃工場の廃熱でごみ発電

までやってみる。ここら辺まで施策を強化してい

くごとに、エネルギーの削減量や率がぐんぐん増

えていく。

ここで当時よく話題になったのですが、スー

パーごみ発電、「リパワリング」と言いまして、

ごみ以外にも燃料を供給して清掃工場で積極的に

発電しようというようなことをやりますと、実は

渋谷の場合は、先ほどお見せした熱負荷が以外に

少ないような地域特性があるので、ここまでやっ

てしまうとかえって省エネルギーの量や率が下

がってしまう。そうすると、ここでは実際にそれ

ぞれのシナリオを実現するための投資の金額とか

運営経費等までは含めていないのですが、純粋に

技術的に見た場合でも、ぐんぐん伸びているけれ

ども、どこかでやり過ぎると駄目になるから、ど

こかに現実的には最善の選択はこの間ぐらいにあ

るのかもしれないということをケーススタディー

で見ました。

それで、そろそろ定石の話を離れて、都市計画

制度との関係の話に少し触れなければいけないの

ですが、当時考えましたのは、都市計画制度は、

省資源・省エネルギー型市街地形成のために使え

るのかどうかということです。このメモに書きま

したように、各種のゾーニングがあります。用途

地域というのがあって、ここに建ててよい建物の

用途はこういうものです、と。日本では多くは混

在を許します。特に商業系では高い容積率の限度

を指定してできるだけ高層ビルを建てられるよう

にするというやり方もある。そうすると先ほどの

考え方にも合ってくるから使えるんじゃないか、

そういうことが理論的には考えられます。

そのほか、時聞がないので省略しますが、いく

つかの方法があります。地区計画というのは、例

えば渋谷の先ほどのような半径500メートルの地

区というのが広さとして適切かどうかわかりませ

んが、そうした地区を対象に特定のことをやろ

う、省エネルギーのインセンティブとして様々な

ことをやろうとしたときに実際に使えるんじゃな

いか。実際には、地域冷暖房とかそういった設備

と組み合わせた、若干の例も地区計画であったよ

うですが理論的には省エネ都市実現のために使え

ますね、そういうことを当時は考えたわけです。

それから、線引き制度というのがありまして、

これは市街化区域と市街化調整区域とを分けて、

調整区域のほうは基本的に開発させない、建物を

建てさせないということですから、スプロールの

方針になる、平面の緑地を守るというようなこと

で平面拡大するから、これは理論的には使えるね

ということです。
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こういうことを、実はこの研究のまとめのとこ

ろで私は報告書の中で書きました。しかし、実際

には都市計画の分野での論調というのは違いまし

て、「理論的には使えるはずだねj ということに

賛問いただける場合もあると思うんですが、実際

にはこの線引きというのは何かというと、公共施

設を先に整備しておいたところは市街地にしても

いいという、先行投資をちゃんと法律的に位置づ

けるという、そういう意味合いの方が強かった

し、そういう運用がなされてきたというのが日本

の都市計画ではなかったかと思います。線引き制

度を導入した後の都市計画の実際の姿ではなかっ

たのかというのが、大体最近、私もほかの方の書

いたものを読み直してみると、そういう先行投資

のための制度であったから環境保全とかそういっ

た目的は二の次だ、った。言いかえると、都市計画

固有の論理というものを振りかざしてやってきた

のが日本の都市計画で、地球環境保全のために使

えるよと言われでも、真剣には取り組んでこな

かったのではないか。

そこで最近、 2年ほど前にいろんな分野で、行

政分野でもそうなんですが、地方分権ということ

がなされました。都市計画も本当に分権されて、

中央省庁、国土交通省の関与できることが少なく

なりました。それから、市民参加、住民参加のプ

ロセスで皆さんの意見を集めて考えましようとい

うことも実際に拡大してきています。そうする

と、地域の責任による何でもありの世界かもしれ

ないし、線引き制度だ、って昔は大都市の近くで必

ずやりなさいというふうに、いわば国が押しつけ

ていたんですが、それを必ずしも選択しなくても

いいよということですから、地域の責任は大きい

けれども、いったんとんでもないことをやるとど

うなるかわからないというリスクまで抱えた自由

度が、実は地域に与えられたというふうに見るこ

ともできます。

そうしますと、地球環境を重視した見方という

のは、先ほどもMarcotullio先生の講演の中でも何

度かありましたけれども、ああいう大きな巨視的

な物の見方でやっていくものを担えるはずの都市

計画が今後どうなるのかというような意味で、い

ささか不安な面もあるわけです。地域の選択が本

当に巨視的な面とか、国際的な役割、連携まで考

えているのかということです。

偶然なんですが、 Marcotullio先生の講演の中で

「ガパナンス」という言葉が何度も何度も出てき

ました。私はそいういうことを事前に知らずにこ

のメモをつくったんですけれども、統治、ガパナ

ンスという言葉をここに書いています。以前、元

環境庁の地球環境部長をされた加藤三郎さんとい

う方が書かれた講演記録、要するに環境保全を考

えたときには、もはや民主主義であるとか市民参

加とか地域の自己決定とかそんなものを越えた統

治、ガパナンスというような言葉で語るしかない

んじゃないかという、その文書を読んだときに空

恐ろしい感じもしました。自分がこうして従事し

てきました過去の研究課題と照らし合わせてみる

と、この統治、ガパナンスという意味をもう 1

回、都市計画の側でもとらえ直す必要があるので

はないかと考えます。

司会 玉川 どうもありがとうごさ守いました。そ

れでは、ただいまの河中さんのお話につきまし

て、何かご質問、ご意見はございませんでしょう

か。

最初は、比較的モデ、ル分析的なお話だ、ったんで

すが、最終的には都市計画という制度論的なとこ

ろまで踏み込んでお話しいただいておりますけれ

ども。

質問者今の最後のところのお話で、地方分権で

地球環境を考えたときには統治ということが考え

られるというお話だ、った。レジュメにある市民参

加ということは、そうすると統治ということと市

民参加ということのかかわり合いというか、それ

はどういうふうにお考えか、そこのところをもう

少し詳しく説明してください。

河中 そこのあたり私も専門ではなくて、ちょっ

と時間の制約もあって飛躍的にお話ししてしまっ

たと思います。市民参加、住民参加のプロセスが

都市計画の中で比重が大きくなってきたというこ

とは、都市計画の分野に限らずやっぱり日本の社

会が変わろうとしていく中で当然のことではある

と思うのですけれども。最後に出てくるのは、や
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はり地域とか地方とか自治体の自己責任だよとい

うそいういう言い方がされます。その前提として

地域間競争とか、国内の地域間だけではなくて国

際的な競争を見据えて、この都市がアジアの中で

強くなって存在価値を認められるにはどうすれば

いいかというそういう議論がものすごく多いです

ね。そうすると、そういう競争の中に置かれたと

き、市民とか住民とか、実際には企業とか資本と

いうくくり方の方が適切かもしれませんけれど

も、地域における意思決定に参画してくる度合い

が強くなって、これまでのようにいい意味でも悪

い意味でも国がある意味で最終責任を負うから一

律にこうやりなさいと押しつけてきたやり方とい

うものが、もう弱められるということになったと

きに、では試しにこの方法でトライしてみましよ

うと市民合意のもとで、ゃったりしていくようなこ

とが地域ごとの責任に委ねられてくると思うんで

すね。

そのとき、環境に関する教育とか、環境倫理学

の方が警戒しているものとか、リスク管理という

ことで、地球環境の破滅的な劣悪化を防ぐために

はこうしなきゃいけないというような学習という

か、私は嫌なんですけれども、学習とかそういう

ようなことに関するリスクを踏まえた上での地域

の市民委員の意思決定が反映するようなプロセス

が本当に実現するかどうかよくわからない部分も

現状ではあるんじゃないか。そういう意味で、対

極的な言葉として非常にショッキングだ、ったんで

すけれども、統治とかガバナンスという言葉が、

一方で声高になってくる中で、その両方の関係が

必ずしも対立的ではないとは思うんですけれど

も、違った方向に行くことがむしろ地域によって

当然になるという選択肢も与えられたのかもしれ

ないというような意味でちょっと触れてみまし

た。

司会:玉川 よろしいでしょうか。

非常に、これはトレード・オフ関係といいます

か難しい問題だと思うのですが、おそらくこの

後、パネリストをお願いしている方々の中でもそ

ういった議論があるかと思いますので、またその

ときに再度討論したいと思います。

そのほか、何かございませんでしょうか。

ちなみに、関連的に申し上げさせていただきま

すと、先ほどのコージェネレーションのお話です

と、こちらの研究会のリストでは2000年の 9月19

日に横浜国立大学の佐土原先生に来ていただきま

して、「循環型社会における地域冷暖房の役割」

ということでお話しいただいております。コー

ジェネレーションのお話だ、ったのですが、その中

でも先ほど河中さんのお話にありました熱電比で

すか、熱量と電気の比というものが、需要側と供

給側で、合ったときに最もエネルギー削減率という

のが最大になるというお話もありまして、その場

合、特にそういうエネルギー削減量を最大にする

ような状況を都市の土地利用に具体的に置きかえ

たりした場合には、河中さんのお話にもありまし

たように複数の建物用途があるというか、ある種

の適度な混在地域というんでしょうか、そういっ

たものがエネルギー削減効率を最大化するという

ようなお話だ、ったと思います。

そういった意味では、都市計画の企業規制的な

ところにもある程度かかわってくるというような

ロジックであるというふうに言えるのではないか

と思います。

会場の皆さんはいかがですか。ほかにごさ守いま

せんでしょうか。

河中 今、玉川先生から一連の研究会で佐土原先

生から、私のきょうの粗雑な話とは違ったちゃん

としたコージェネレーションの導入の話があった

ということで、ちょっと私なりに先ほどの説明を

自己批判的に捉えてみますと、最初にバブル期の

景気の影を引きず、って始めた研究ですけれども、

実はそのあたりに潜んでいるんです。これは研究

の中の論理矛盾なんですが、もう10年ぐらいたち

ましたから自ら突っ込まれる前に言ってしまいま

す。

例えば、ホテルというのはそういうエネルギー

供給側にとって見ると、上得意のお客さんなんだ

そうです。同じ床面積だったら住宅よりもたくさ

んエネルギーを使ってくれるんだそうです。一人

一人の方がホテルに泊まるときにどういうふうに

部屋の空調とかお湯なんかを使ってるのかよくわ
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からないですけれども、とにかくエネルギーをた

くさん使ってくれる。だから、ホテルが混さやって

いると住宅が混ざっている場合よりももっとコー

ジェネレーションのピークとか用途によってコー

ジェネレーションか進むんですよと、多分佐土原

先生の趣旨もそういう部分はあったのではないか

と思います。実は、これは考えてみると、エネル

ギー浪費の違うパターンのものを組み合わせるこ

とによってこういう需要のピークなどを平準化し

ていくということで、もともと掲げていたはずの

循環型社会とか、資源・エネルギーを大事にして

地球環境を考えていきましようというスタンスと

ちょっと違ったあたりに、効率性だけ見ると結論

が行きかねないような部分も入っています。

バブルが崩壊して日本人は今のところは懲りて

いますから、そういう発想というのはないですけ

れども、無駄遣いを寄せ集めることで数字の上で

は効率的になるとかという、そういう部分も発想

法の中にはあったと思うんです。ちょっと補足い

たします。

司会:玉川 そうですね。その場合に、削減率と

いうだけじゃなくて総量をちゃんと見ていく必要

があるということになるだろうと思いますね。

ほかにないでしょうか。

質問者 中林です。聞き漏らしたのかもしれない

ですが、コージェネレーション・システムも、エ

ネルギーによって大きく多分ガスと石油がありま

すよね。全体の二酸化炭素の排出量等々を見てい

くと、どうコージェネレーション・システムを

トータルな環境問題として考えるといいのかとい

うような検討というのは、既に十分なされている

ものなんですか。

河中 私は、それに対して的確にお答えできる専

門知識を持つてないんですが、当時研究会の中で

このコージェネレーションの部分を中心的に進め

てくださったのは、ガス会社の方でした。した

がってと言うのもなんですけれども、ガスを前提

とした計算が非常に多かったわけです。ただ、石

炭を前提とした前提よりもず、っとガスを前提にし

た方が、大気汚染とかなんかの面でも有利だと思

いますね。その後の技術開発を素人の目で見てる

んですけれども、燃料電池がこの研究をやったこ

ろよりも非常に現実味を帯びてきていまして、あ

のころは本当に燃料電池なんて実用化するのか

と、車が走るのかと思っていたのですが技術的に

はかなり進んでますし、最近では携帯電話の電源

を超小型の燃料電池にすると一番うまくいくとか

という、そういう技術開発も出ているというの

で、そういう意味で今のところまだ実用レベルで

どうなるかわかりませんが、そういう方向で言う

と効率的なものがどんどん出てきて、前の主役の

ものに代わろうとしているのは確かなようです。

司会:玉川 そうですね。その燃料電池のお話

は、私はその佐土原さんのお話のときも、割と狭

い地域とか個別の建物とかそういうレベルでの省

エネルギーを考えた場合にはそれが最もいいん

じゃないかというお話がありましたね。今、効率

的には自然分散的な対応が必要なのかもしれない

けれども、狭い領域では燃料電池というのがかな

り現実的なものとしてあるというようなお話も

あったかと思います。

質問者私も、そのコージェネレーション・シス

テムは全く素人なんだけれども、あるかかわりを

持っています。実は石油関係のところから、石油

のコージェネレーション・システムを普及するた

めに、いい事例を表彰しようという動きがありま

して、その審査委員の 1人になっているんです。

なぜ石油が今ごろというにはいろんな背景はあ

るんですけれども、実は阪神大震災の後、エネル

ギーの独立分散化というのはリダンダンシーに

とって大事なんだということで、ガスに対抗し

て、ガスはパイプ。で結局つながってるから、石油

だといわば独立系でいける。ただ、 CO，なんか天

然ガスより出るんですね。しかしながら、防災・

災害時を考えると、そういう面も含めて考えれば

石油も独立分散システムとしては大事なんだとい

う言い方がありました。燃料電池は同じ独立分散

型になるんですね。環境というか省エネの問題だ

けではなくて、そういうような観点をコージェネ

レーション・システでは今、付加されているよう

ですね。

司会:玉川 よろしいでしょうか。ほかに何かご
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ざいませんでしょうか。どうぞ。

質問者 さっきのお話の中で、地方分権化という

問題が出てきたんですが、地方分権化とはどの程

度のことでおっしゃっているのでしょうか。とい

いますのは、例えば環境を守るということで、里

山を守るという問題があるんです。ところが、相

続税との関係があって、これは完全に国が主導権

を持っていますから、単なる市町村段階ではどう

にもならない問題なんです。

ですから、いわゆる環境問題が起きてきたとこ

ろの中には、人口の密集地区があって、これをば

らさない限りは環境を緩和していくのは非常に難

しいのではないか。そういうときに、ゼ、ロからの

コージェネレーションとかそういう新しい科学的

な方法で解決していこうという発想が、それはも

ちろん非常に有効な方法ではあるんですが、しか

し、同時にそういうものに頼らない方法もあるん

じゃないか。そういう意味では、地方分権化がど

の程度行われて、国土がどのように区画されてい

くかということによっても、かなり違ってくるん

じゃないかと思うので、よく地方分権化というこ

とで言われますが、皆さんの考えていらっしゃる

地方分権化というのは、どの程度のことを言って

おられるのか、ちょっとお聞きしたいと思いま

す。

河中 ご質問の内容が非常に広い範囲にわたって

いると思いますので、少し絞って、特に都市計画

の地方分権に詳しい者ではないのですが、その点

から、お答えになるかどうかわからないですがし

てみます。

まず、都市計画の中での地方分権というふうに

メモでは出したわけですね。これは、実態として

はどうかというと、都道府県知事でありますとか

市町村長の都市計画決定に関する権限が強まっ

た。それまでは、割合細かいことを決めるので

も、ほかの行政もそうなんですけれども、中央省

庁の事実上の許可みたいなものをもらわないと都

市計画の内容を変えたり、新しいことを決めるこ

とができないような仕組みが多かったわけです。

法律上はそれをできるだけ徹底的に排除していく

ようなことでやったというのが、狭い意味での都

市計画における地方分権化ということです。

それで、環境を保全するために里山を守るとい

うような問題とか、それが地元の市町村単独だ、け

では対応できないというようなご指摘で、確かに

よく言われているのは、財源委譲、税収源が伴わ

ない地方分権だから、日本の分権化は中途半端だ

という批判です。そのこととかかわってくると思

います。そうすると、住めるように人口密集地を

できるだけばらして環境を守るという路線は、そ

うすると平面的なスプロールとかが広がっていく

とか、今は人が住んでないところに人が住むよう

な形での国土の展開をすることがいいかどうかと

いう対応を迫られると思います。

例えば、里山を守るということに関して財源の

ことを考えれば、人口が密集しているところか

ら、やはり国土全体としての、あるいは地球環境

に対する貢献としての里山の貢献部分に関するお

金を取って、そこに住んでいる人からじゃなくて

都市部の密集地とか近隣地にいっぱい集まって住

んでいて、経済収益を上げているところからお金

を取って、里山を本当に守っている人たちが生活

維持できるようにしていくとか。そういうような

形での財源の解決策は、こうなることである程度

そういうものというのはめどが立つのかもしれま

せんが、私自身はそんなに保全運動の実際抱えて

いる難しい問題とか、農業や林業の従事者の方た

ちの生活や経済構造がどうなってるのかというこ

とは全く素人ですので細かくは言えないですけれ

ども、そういった財源問題を組み合わせるという

指摘はありますので、里山の議論に関してはそこ

ら辺が 1つの突破口になるのではないかと思いま

す。

司会:玉川 よろしいでしょうか。まだいろいろ

あるかと思いますが、ちょっと変わった形式で

やっておりまして、次から次へと人を増やしてい

くという形の議論でございますので、そろそろ 2

番目の方にご登場いただこうかと思っています。

河中さん、どうもありがとうございました。

次のパネリストの方をお迎えしたいと思いま

す。高見淳史さん、都立大学の大学院工学研究科

の土木工学専攻の助手の方です。どうぞ。
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(2 )土地利用コントロールを通じた自動車利用

削減

高見淳史

東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻の

高見です。私の方は、持続可能な都市交通に向け

て、「土地利用コントロールを通じた自動車利用

削減」ということでお話しします。私以外のパネ

リストの方は、室長、教授、教授ということで私

だけ助手なんですが、そういうことで非常に荷が

重いんですけれども、逆に余り立派なことをしゃ

べることは期待されてないというふうに考えまし

て、聞き直ってお話ししてみることにいたしま

す。

具体的にどういうことを話すかといいますと、

まず第 1点目で問題意識としまして、持続可能性

という観点から見て、都市交通という部門にはど

のような問題があるのかということです。

第2点目が、そういった問題への解決策としま

して、欧米等では土地利用のコントロールを通じ

て自動車の利用を削減しようという考え方の政策

が出τきております。その考え方について簡単に

説明いたします。この辺の話は、実は以前都市研

究所の萩原先生が編著をされた「都市研究叢書17

・都市と居住」で書いたことなんですが、ここで

話すのがふさわしい内容だと思いますのでお話し

します。

第3点目は、これは最近私がやっていることな

んですけれども、自動車利用削減の観点から見た

商業施設立地のあり方について、ということで、

ごく簡単にお話しいたします。

まず自動車利用の増大に関わる諸問題というこ

とですけれども、 20世紀は自動車の世紀と呼ばれ

るほどで、我々の生活に非常に大きなインパクト

を与えてきた。もちろんいい面もたくさんありま

したけれども、悪い面もあったということはちゃ

んと直視をしておかなくてはいけない。ここの丸

3つに固まれているような現象が相まって起こっ

てきているということが言えるわけです。

自動車の保有あるいは利用が増大しますと、交

通の不便なところで生活することができるように

なるということで、人口が郊外化することが可能

になる。それに伴って活動範囲もどんどん郊外に

出ていきます。活動機会が郊外化しますと、これ

が今度は自動車利用を増大させる方向に働きま

す。また、自動車の保有・利用が増大し、公共交

通の利用が減ると、十分な公共交通サービスの供

給が困難になり、サービスが低下するということ

が起こります。逆にサービスの低下が起こります

と、自動車の利用にさらに拍車をかけることにな

る。悪循環となります。

では、これらの現象からどういう問題が発生す

るかという話ですが、「自動車の保有・利用の増

大」からは、道路混雑、渋滞、 CO，排出やNOx排

出などの環境問題、エネルギーの多消費といった

ことが問題になります。

特に、 CO，に関して言いますと、この黄色いグ

ラフがC02排出量でありまして、これが9卯O年から

9悌8年にかけてこういうふうに伸びてきていると。

この赤いのが日本のCO

占める割合、 2割前後ですが、これも伸びてきて

いるわけですね。この交通部門からの排出量のう

ち自動車からの排出量の占める割合がおよそ 9割

であると言われていまして、このことからも自動

車の利用の影響が大きい位置を占めるということ

が言えるわけです。また、交通部門にとっても、

C02排出の問題に対して何らかの対策を取らなけ

ればいけないということも明らかです。

今度は右上の箱ですが、「公共交通サービスの

困難化・低下」といった現象からは、公共交通事

業の採算悪化が起こる。これは同じことですね。

あるいは、いわゆる交通貧困層とそうではない

層、自由に動ける層とのモピリティーの格差が生

じる。その下に行きまして、「人口や活動機会の

郊外化j という現象からは、中心市街地が衰退す

る、郊外の緑地が失われる、またインフラ整備費

用がかかる。今までインフラの投資がなされてき

た中心市街地を捨てて、というと言い過ぎかもし

れませんが、そこに余り住まなくなって、どんど

ん郊外へ出ていく、そこでもまたインフラを整備

するということは、これまでの投資を無駄にする

ことであると言われている。こういった問題が指
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摘されております。

一方、都市交通の分野において、持続可能性と

いう概念をどのように理解すればよいかというこ

とで、こちらに表を示します。 1996年の世界銀行

の「持続可能な交通」というレポートでは、持続

可能性の種類が、社会、経済、環境という 3つの

側面から整理されています。 1つめの「社会的な

持続可能性j というのは、都市交通の場合どうい

うことかと言いますと、生活や雇用といった社会

生活の基本的な視点で持続可能であること。具体

的には、モビリティーを確保しなければいけな

い。モビリティー格差は是正しなければいけな

い。雇用、通勤手段の確保もしなければいけな

い。これは労働力をちゃんと供給するということ

ですかね。

2つ目、「経済的な持続可能性」とは、適正な

費用負担のもとに経営的な視点で全体としては持

続可能であること、という考え方です。具体的に

は効率性、費用便益性、交通事業の収支といった

ことです。例えば、赤字の公共交通に税金を入れ

て維持していくというのは、モビリティーの確保

とか、あるいは環境面、自動車からの転換を見込

むという面ではいいことかも知れませんけれど

も、赤字をどんどん垂れ流しするということを

ず、っとやっていると、それは経済的に持続可能と

は言えない、ということです。

3つ目、「環境的な持続可能性」ですが、これ

は環境への影響を最小限にして、社会がその面か

ら持続可能であることということで、具体的には

C02と温暖化ガスの削減、 NOスなどの局地的な大

気汚染の改善、騒音の減少、交通事故からの安全

性といったことが挙げられます。

先ほどの図と見比べますと、自動車に過度に依

存することはこういった持続可能性の多くの側面

を害する可能性があるということが指摘できると

思います。

そういった問題にどう対応すればよいのかです

が、都市交通施策を、ここでは短期的/長期的な

施策という軸と、供給サイド/需要サイドという

軸の 2つで分類してあります。従来行われてきま

したのは、主に供給サイドの施策の方です。長期

的観点からは、道路、公共交通、徒歩・自転車関

連施設、交通結節点などの交通インフラの整備が

行われてきた。これはつまり、自動車の需要が増

大するのにあわせて道路を整備するといった具合

でした。ですが、こうした需要追随型の施策に対

しては、環境、空間、あるいは財政的な面から、

増大する需要に追随していくことはもうできない

ということで、限界が指摘されるようになりまし

た。むしろ需要を管理する施策が必要であるとい

うことで、こちらの需要サイドの施策に注目が集

まるようになってきました。

需要サイドの施策には、ロードプライシングな

どの経済的な施策、狭義の交通需要マネジメント

として相乗り、時差通勤等、その他に啓発、都市

計画などが含まれます。土地利用施策というのは

この長期的な需要サイドの施策に分類されるわけ

ですが、ここではそこだけではなくて、もう少

し、交通インフラ整備のところまで広げてお話し

することにいたします。

「自動車利用削減のための土地利用コントロー

ル施策」と言っておりますが、それはどういう位

置づけなのか。まず今申しましたように、長期的

な交通需要マネジメント施策の 1つであるという

位置づけがあります。つまり、交通需要は土地利

用、活動の分布のパターンに影響を受けて発生す

るということから、土地利用をうまくコントロー

ルしてやれば、移動の需要、特に自動車による移

動の需要を減らすことができるという考え方に基

づいています。

また、ほかの施策と相互補完的なa主格を持って

いるということも指摘できます。例として土地利

用コントロール施策と経済的施策と書いてありま

すが、土地利用コントロール施策は自動車を使わ

なくても済むという状況をつくるだけでありまし

て、自動車を使わせないといったことまではでき

ません。そのようなときに、自動車の利用に対し

てプライシング、あるいは税金をかけるといった

施策と組み合わせてやると、行動変更を後押しし

て効果的であろうということが考えられる。

逆に、経済的施策だけ、プライシングだけでい

いかというと、自動車を使う以外の選択肢が乏し
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い、例えば公共交通が非常に不便な地区に住んで

おられるような方は、お金を払ってでも自動車の

利用を続けざるを得ないというような状況がある

と推測されます。そういうことに対しては、自動

車以外に魅力的な選択肢を提示することが必要で

ある。そういう際に、土地利用コントロール施策

というのは重要な役割を果たすものだと考えられ

ます。このように総互補完的な性格を持っている

ということが言えるわけです。

次は、「環境的に持続可能な都市交通のための

施策体系Jということで、先ほど持続可能性の 3

つの側面、社会、経済、環境というふうに挙げま

したが、特に環境面について施策の体系を見てみ

ます。まず「技術的な施策」として、電気自動

車、低公害車の開発、燃費の改善、低公害化と

いったことがあります。「交通の管理・運用Jと

しては、交通規制、都心流入規制などがある。

「インフラ整備」では、公共交通の整備、徒歩・

自転車施設の整備、交通結節点の整備などがあり

ます。「経済的な施策」としましては、炭素税、

車両賦課金、ロードプライシング、駐車への課金

などがある。「狭義の交通需要マネジメント」に

は、相乗り、時差通勤などがあって、「都市計

画」では土地利用との連携、公共交通指向型開発

などがあります。その他に「啓発」もあります。

これらがどういう意味を持っていて、どのよう

な効果が期待されるのかということですが、車両

単体の技術的な改良、あるいは交通の管理・運用

の改善により交通流を円滑化することによって、

「走行台キロ当たりの排出量を減らす」というこ

とが可能になるだろう。一方、その他の施策で

は、「自動車の走行台キロを減らす」ことが可能

であろうということです。どうやって台キロを減

らせるのかというと、 lつは交通手段転換、移動

パターンの変更、 トリップ頻度の削減などといっ

た交通行動の変更を促すことによって減らすこと

ができるだろう。もう 1つは、自動車をできるだ

け使わずに生活できるようにするということ。実

は、自動車をできるだけ使わずに生活できる人の

数を増やす、と言った方が正確だ、ったりするんで

すが、そういうことによって自動車の走行台キロ

を減らすことができると考えられます。このよう

に大きく 2つに分けられるわけですが、都市計画

的な話としては、特に自動車の走行台キロをいか

に減らすことができるかという話になってくるわ

けです。

次に、このような土地利用コントロール施策の

例としてどういうものがあるのかということです

けれども、ここに挙げてあるあたりの例がよく知

られています。国レベル、都市圏レベル、地区レ

ベルという 3つのレベルで分けて示しています。

まず国レベルの施策では、イングランドの「計画

政策指針」、略してPPG(Planning Policy Guidance) 

ですが、イングランドの中央政府が都市計画に関

わる政策について地方自治体に示している指針が

あります。この13番目、 PPG13では、都市計画の

中で交通をどのように扱えばいいのかが述べられ

ています。もう 1つは、オランダの iABC立地

政策」というものです。

都市圏レベルの計画では、アメリカ・オレゴン

州のポートランド都市圏、ブラジルのクリチパ市

などが挙げられます。ただ注意しなければならな

いのは、これらの都市圏の事例は、将来人口が急

増することが予測されるときに、その増加する人

口をどう都市圏の中に吸収していこうかという場

面で適用されたものだということです。これを人

口が停滞している、あるいは将来的には減少する

日本にそのまま適用するのは難しいと理解してお

いた方がよいです。

最後の地区レベルの開発コンセプトとしまして

は、いわゆる「公共交通指向型開発」、 TOD

(Transit Oriented Development)が挙げられます。

今述べました事例には、共通して有している要

素というのがありまして、それを抜き出すとこの

ようになります。 )11買に見ていきますと、まず「高

密化、コンパクト化」すべきであるということ。

具体的には、市街地の低密な外延化を抑制すると

いうことと、地区レベルで要所要所を高密にして

いく o 全て高密にしていく必要はないのですけれ

ども、要所要所を高密にしていくということがあ

ります。要所要所をどういうふうに高密化してい

けばいいのか、要所要所というのはどこなのかと
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いう話ですが、それが次の 3つです。まず 1つが

「用途の混合」でありまして、できるだけ用途は

混ぜるようにしてやりなさいと。具体的にはセン

ターへの居住への促進、業務・商業など諸機能の

混合ということが挙げられます。これによって住

宅から活動機会への距離、活動機関から活動機会

の距離を縮めることができる。この効果として、

トリップ距離が短くなるということで、自動車か

ら徒歩や自転車への転換が期待される。また後者

の方、活動機会同士を近づけるということでは、

l回のトリップで複数の目的を果たすという多目

的トリップの可能性が高まることによって、 トー

タルのトリップ頻度を減らすことが期待されま

す。

2つ目、「センターの強化Jというのは、具体

的にはセンターやその周辺への居住促進、ローカ

ルセンターや都心の機能強化、郊外での開発の抑

制などです。特にローカルなセンターの強化とい

うのは、自宅に近い位置でできるだけ魅力的な活

動機会を提供することによって、遠くに行かなく

ても活動ができるようになる、ということを意図

しています。

次が「公共交通ノードへの近接」ということ

で、具体的には公共交通ノード周辺への人口や活

動機会の立地促進です。これによって自宅から公

共交通の駅までのアクセス、あるいは公共交通の

駅から活動機会までのイグレスを便利にすること

ができ、それによって自動車から公共交通への転

換が図られるであろうということと、またノード

周辺に人口を集めると、公共交通への需要がまと

まりますので、公共交通サービスの改善が容易に

なるということが考えられます。

また交通サイドでは、 1つは「効果的な街路パ

ターン」を挙げることができます。これはグリッ

ド型の街路パターンを採用することだと一般的に

言われています。クルドサックなどを多用したラ

ドパーンのようなトラディショナルな街路パター

ンは良くないと言われておりますが、これに対し

ては異論もあります。

次が「代替交通手段の改善」で、具体的には歩

行環境・自転車関連施設の整備、公共交通サービ

スの向上。その次が「自動車の使用の魅力を減ら

すこと」で、例えば都心の長時間駐車場の削減、

自動車抑制地区の指定などがあります。これら下

の2つは、自動車を使うことの魅力を減らす、あ

るいは他の選択肢の魅力を高めるという施策で

す。

今言いました考え方に基づいて施策が組み立て

られているわけですが、この考え方が正しいかど

うかは、これはまた別の問題でして、実際には、

そういうような関係は成り立っていないとか、反

対意見もあります。だからこそ、こういった分野

の研究が多くなされているということでもありま

す。

さて、ここからは私が特に研究していることの

説明になりますが、土地利用の中でも小売用途、

つまり商業施設の立地をどうしたらいいかという

ことについてやっております。例によって日本で

は取り組みが遅れているんですけれども、そうい

うことの背景として何があるかというと、 3点考

えられるだろう。

第 1点目が、自動車利用を減らす政策の必要性

が十分に認識されていないのではないか。これに

対しましては、最初の方でお話ししたようなこと

を考えますと、やはり認識が不十分であると言わ

ざるを得ないと思います。

第 2点目、土地利用のコントロールによる自動

車利用の削減効果が十分に認識されていないので

はないか。これについては、先ほども言いました

ような関係でいろいろ研究は行われております

し、私も自動車利用の削減効果の分析をいろいろ

行っております。これは最後の方でチラッと取り

上げることにします。

3点目は、商業開発を適切にコントロールする

ための制度的な枠組みが整っていないのではない

かということです。この点につきましては、今度

の「総合都市研究Jに論文を書きました。今日は

それで引っ張り出されたというか、お呼ばれをし

たのかなとd思っておりますが、とりあえず以上の

ような背景があるだろうという乙とです。

「総合都市研究」に載る論文は、「自動車利用削

減の観点からみた商業開発コントロール制度に関
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する考察」というタイトルですが、何をやったか

といいますと、まず先行的な事例の整理・比較・

検討ということで、イングランドのケンブリッジ

シャー・カウンティーとアメリカ・オレゴン州の

ポートランド都市圏を取り上げて、そこで自動車

利用の削減の観点がどういうふうに扱われている

のか、商業開発をコントロールするための制度は

どうなっているのかといったことを整理、比較、

検討しました。それに加えて、我が国の状況を補

足しつつ考察をしたということです。

時間がありませんので、要するに日本に何が欠

けているのかということだけ述べることにしま

す。まず 1点目、上位政府レベルにおける自動車

利用削減という目標の設定が欠けている。自動車

の利用の削減というのは、 C02の排出削減とも関

係づけられることからわかりますように、広域的

な色彩を帯びる問題です。一方、土地利用規制を

行うのは通常は基礎自治体である市町村でありま

して、さっきのガパナンス、統治といった話とも

かかわってくると思いますが、単独では広域的な

問題を考慮する動機が働きにくい。

2つの事例では、ケンブリッジの場合はイング

ランド中央政府、あるいはケンブリッジシャーの

カウンティレベルで。また、ポートランドではオ

レゴン州政府のレベルで、自動車の利用を減らす

という目標が、数値目標も含めて定められており

ます。ところが我が国ではそういうような目標の

設定がなされていない。

欠けている点の 2つ目は、施策としての土地利

用コントロールの認知です。ケンブリッジシャー

やポートランドでは、自動車利用の削減を達成す

るための施策として土地利用コントロールを行う

ということがちゃんと上位の政策で述べられてい

るわけですけれども、そういうのが日本ではきっ

ちりしていない。実は、 2000年の末に閣議決定さ

れた環境基本計画ではそういうことが書かれてい

まして、つまり政府の施策として認知されるよう

になってきてはいるんですが、それは環境省の方

の話であって、国土交通省が管轄する都市計画の

分野であるとか、あるいは交通の分野であると

か、経済産業省が管轄する大規模小売応舗の出店

の調整・規制といったところには広がっていない

というのが実状です。

3点目、広い範囲に影響を及ぼすと考えられる

商業開発を広域的視点から調整する仕組みが欠け

ている。大規模な商業開発というのは、複数の自

治体に及ぶ範囲に影響を及ぼします。また、商業

施設が自分の自治体に立地すると税収が見込めま

すから、自治体にとっては立地してほしいという

側面もあるわけです。こういうところに利害の対

立が発生してしまう。これを回避するために、先

ほどの 2つの事例では、商業立地を広域的に調整

する仕組みというのが整えられています。特に駐

車につきましては、駐車場の最大設置可能台数が

定められています。しかし、日本では広域的な関

心はなくて、もっぱら開発の周辺における道路交

通の円滑化といったあたりにとどまっています。

4点目、商業開発を適切にコントロールするた

めの土地利用規制が欠けているというか、弱いと

いうか。運用次第という面もありますが、住居系

の用途地域でも、大規模な眉舗が立地できてしま

うということが問題である、と。

欠けている点の最後は、商業開発を許可する段

階での交通問題の考慮です。イングランドの事例

ですと、開発をしたいというディベロッパーが自

治体に対して計画許可申請というのを行って、そ

れに対して開発をしていいのか、あるいはしては

いけないのかを自治体が判断するわけですが、そ

の判断基準の中に自動車の利用を増大させないと

か、既存の都心部、既存のセンターの活力を害さ

ないといったことがちゃんと含められています。

そういうものを害する、または自動車の利用を増

大させるような開発は拒否されることが実際にあ

ります。日本では、大規模小売庖舗立地法に基づ

いて開発周辺の道路交通については考慮されます

が、開発周辺という狭い範囲の話であるというこ

ともさることながら、これが都市計画の枠外の仕

組みであるために、影響が甚大だと予測された開

発があっても、その立地や開発自体を拒否するこ

とはできないことになっています。

最後に、先ほどの背景の 2つ目の「効果の分

析」という話で私が何をやっているかということ



都市研究所共同研究H ファイナルミーテイング:持続可能な都市の「かたちJと「しくみ 77

ですが、地区レベルと都市圏レベルで商業立地を

変化させたときに、どれだけ自動車の利用が削減

できるのか、ということを分析しております。

地区レベルの分析では多摩ニュータウンを取り

上げましたが、初期に開発された多摩センターや

永山を中心とする地区では、近隣センターが衰退

しています。 1つの理由としては自動車時代への

対応ができていないということが考えられます。

その反省をしたのかどうかはわかりませんが、比

較的最近開発された地区では、ここ南大沢でもそ

うですけれども、近隣センターは駐車場を多く備

えるようになって、かつ少数化・大規模化してい

るわけです。一方で、小規模なものを細かく配置

していくという考え方も当然ありうるわけです。

それらのことも踏まえまして、自動車利用削減や

近隣センターの活性化の観点からみたときに、近

隣センターをどう整備していくのがいいのかとい

うことを検討しました。

都市圏レベルの方は、西遠都市圏、静岡県の浜

松市を中心とする都市圏ですが、そこを例にしま

して、どのような場所での、どのような商業開発

ならば自動車利用削減の観点から見て認め得るの

かということを、広域調整の話への展開を念頭に

置きながら分析をしている最中でございます。

ということで、尻切れとんぼのような気がしま

すけれども、私の話は以上です。

司会:玉川 どうもありがとうございました。

自動車の問題というのは、確かに20世紀以降の

都市を考える場合には非常に大きな問題になって

きているということで、今年に入って研究会の方

では、 2001年度の 8月、 9月、 10月あたりはせき

を切ったように交通問題を取り上げてるんですけ

れども、あと2000年度の12月21日、今のお話にも

ありましたとおりポートランドメトロ、アメリカ

のポートランド都市圏、そちらの方の成長管理政

策、交通政策とあわせた成長管理政策の事例につ

いての報告もご紹介いただいたというような感じ

です。

今のご発表等につきまして何かご質問、ご意見

ございませんか。どうぞ。

質問者 都市研究所の市古と申します。少し始め

の方のCO，の増加のグラフがちょっとかなり僕は

び、っくりしたんですけれども、こういうことがで

きるんでしょうか。かなり日本全体で交通分野が

出すC02が増えているという話はそのとおりかと

思うんですが、大都市圏でどれぐらい分担してい

るか、もしくは物流と非物流でどれぐらい分担し

てるかというようなことで、高見さんの興味はか

なり非物流というか、割と通勤とかレジャーなん

かの交通で、なおかつ大都市圏に関心があられる

ように感じるんですが、そういった観点から分析

なんでいうのはできるんでしょうかという質問を

ちょっとさせていただきたいんですけれども。

高見 それは可能だと思います。実際に、都市レ

ベルで大都市圏も地方都市も含めて分析している

研究もございますので、それはもちろん可能だと

思いますけれども、私の関心は、おっしゃったと

おり旅客の方であり、買物の方であり、大都市圏

と限ってはいないですけれども、そちらの方です

ので分析をしていないということです。

質問者 もしおわかりになれば教えてほしいんで

すが、実態として旅客かつ都市のC02排出量の分

担が増えていくでしょうか、その比率から見て。

それとも、物流とか地方レベルの交通ですか、そ

ういった方が増えているのか、そのあたりはいか

がでしょうか。

高見 それはちょっとわからないです、すみませ

ん。

質問者 「総合都市研究j を見ればわかるんで

しょうけれども、すみません、先ほどおっしゃっ

た国レベルの交通政策でイングランドのPPG、オ

ランダのABCとおっしゃいましたが、ちょっと

簡単に説明していただけますか。

高見 そういうご質問があろうかと、簡単な資料

だけちょっと作つであります。正確なことを言っ

た方がよろしいですね。ですから、アンチョコを

見ながら説明いたします。 PPGというのは、先ほ

ども言いましたように、イングランドの中央政府

が地方自治体に対して発行する都市計画に関する

政策の指針です。そのうちPPG13というのが交通

に関するものでありまして、 PPG6というのがタ

ウンセンターと小売開発に関するものになってい
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ます。同じ政府が出してるものですから当然重な

るところが多いのでまとめてお話ししますが、そ

の政策の目標、ということは国の目標になるわけ

ですけれども、どういうことが掲げられているか

と言いますと、「持続可能な交通選択の奨励」、

「雇用・商業・レジャー・サービスへの、公共交

通・徒歩・自転車によるアクセシビリティーの向

上j、「特に自動車による移動の必要性の最小化」

の3つです。また、 PPG6の方の目的は、交通関

係のものだけではなくて、「タウンセンターの活

力と存続性の維持向上」ですとか「効率的、競争

的で革新的な小売セクターの維持j といったこと

も述べられています。

PPG13、PPG6では、こういった目標を達成す

るために、各用途がどう立地すべきかを示してい

るのが一番面白いところです。それ以外にも、例

えば先ほど言いましたように、開発の申請があっ

た場合にどういう基準で許可と不許可を判断する

かということも、 PPG6の中でちゃんと述べられ

ているんですが、特に面白いのは各用途がどう立

地すべきかというところだと思いますので、そこ

についてだけ多少述べます。

住宅では、「住宅開発は高密化すべきだ」と。

具体的にはネットで30戸から50戸/haの開発を奨

励しています。また、望ましい住宅の開発場所の

序列を述べていまして、一番優先すべきなのが、

既に開発済みの都市地域の土地・建物である。そ

れがない場合には都市を拡張する、というのは今

までのフリンジから多少はみ出るということです

ね。そういう意味での都市の拡張というのが2番

目に来ている。それでもだめなときには、フリン

ジから離れた場所でもよいけれども、ただし良好

な公共交通ノード周辺での開発であるべきだとい

う順番になっています。次は「雇用と住宅のバラ

ンス」ということで、これは職住近接によって長

距離通勤の必要'性を最小化するということが意図

されております。

雇用・商業・レジャー・サービスについては、

基本的な原則の部分だけ示してありますが、まず

「アクセシビリティーと開発の整合」でありまし

て、多くの移動を発生させる開発を、センターで

あるとか主要な公共交通結節点の付近に集中させ

るということです。また、都市成長のパターンや

開発の立地を公共交通の改善と整合させていくと

いうことも述べられています。

その次が、「日常的な施設はローカルセンター

へJ。これは徒歩や自転車による安全で容易なア

クセスを保証するため、ということです。また、

「複合用途開発」や「センターにおける用途の多

様化」というのは、多目的トリップを可能にする

という効果も考えられますし、それ以前にセン

ターそのものの活力を高めるという観点からも奨

励されています。

本当はもっと細かくあるんですが、あまり細か

い話は、実は「総合都市研究」には出てきませ

ん。申し訳ありませんが、それは何らかの形で発

表するようにしたいと思います。

もう lつの方、 ABC立地政策は、一言で言う

と「適業適所」、「ザ・ライト・ビジネス・イン・

ザ・ライト・プレイス」と呼ばれています。活動

を、その自動車利用のポテンシャルに合致した水

準の交通施設を持つ位置に立地させるということ

です。例えば、これは模式図なんですが、ここに

主要な鉄道があるとしますね。また、これは主要

な鉄道じゃないけれども、路面電車だとかそうい

うのがある。これは高速道路で、これが幹線道路

だとしますね。それで、主要な鉄道が交わるよう

な、公共交通のアクセシビリティーが非常に高い

ところを iA立地」とします。それほどではない

けれども、ある程度公共交通が集まっているよう

なところを iB立地」とします。また、自動車に

よるアクセシビリティーの高い、高速道路のイン

ターチェンジ付近を iC立地j とします。これら

はそれぞれ交通条件が違うわけですから、それに

合った活動、それに合った業種が立地するように

しましようというのが「適業適所」です。例え

ば、 A立地であればオフィスなど人が多く集まっ

てくる施設を立地させるべきであるし、 C立地で

あれば車が多く集まってくる物流施設などを立地

させるべきだ。 B立地にはその中間の自動車利用

水準を持つ施設を立地させるべきだ、ということ

になっています。
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よろしいでしょうか。

司会:玉川 よろしいでしょうか。それでは、ほ

かにございませんでしょうか。どうぞ。

河中 すみません、こちらの方から今の点に関連

してですが、 2点ほどです。 1つ目は意見なの

で、特にお答えということでなくてもいいですけ

れども、こういう自動車交通の削減の話や施策と

いうのは、やはりどちらかというと先ほどのキー

ワードで言うと統治というような大所高所の判断

から出てくる話が多いし、私自身も最初のプレゼ

ンテーションをした立場の根っこにはそれがあり

ますが、現実に人々が車を強制されて捨てると、

使用をやめさせられるということがない限り手放

さないというのは、経済的負担の問題もあります

が、移動することか運転すること、 ドライブする

こと自体の人間にとっての快適性みたいなものが

非常に根強く、罪深く存在しているのではないか

というのが 1点です。かく言う私も運転は嫌いで、

はありません。何百キロも高速道路を走るのは平

気です。そういう立場からの見方には最後まで対

立的でもいいのですが、ちゃんと整理して考えな

いと解けないような業の深さがあるような気がい

たします。これは意見なので、特にお答えいただ

かなくても結構です。

もう 1つは、ちょっと細かい点で恐縮ですが、

多摩ニュータウンの近隣センターのご説明があっ

たときに、これも「総合都市研究」を説明してい

ただければわかることかもしれないですが、説明

の中で近隣センターが凋落していったという、現

象としてそうなんだと思いますが、それが自動車

交通に対応していなかったからという理由を挙げ

られました。確かにそういう面があると思います

が、実は私が学生のころ聞いた話というか、演習

でこっぴどく怖い講師の先生にとっちめられたこ

とがあります。ある住宅地をデザインして商業施

設も入れましようという話でしたが、そのとき既

に千里ニュータウンの近隣センターがどんどん寂

れていって、庖が夜逃げしているという話は専門

家の間では知れ渡っておりました。それはなぜか

というと、その時点ですからモータリゼーション

が進んでいたので、それへの非対応とか、駐車場

アクセスの不便さといったことがあったと思いま

すが、デザインの専門家だ、った講師の方が強調し

たのは、近隣センターで 1つの業種で 1つだけの

店舗しかないという構成をとって、同じ近隣セン

ターの中での庖舗間の競争がないような取扱商品

になっていた。そこで競争がないと結局経営がお

かしくなり、どんどん魅力がなくなって、客が逃

げる。千里ニュータウンも「セルシー」という中

央の大規模なセンターのところだけが栄えるとい

うことが当時既に起こっていたので、そこら辺と

多摩ニュータウンを分析されたあたりで、実状を

とらえ直してみると、車への対応だけじゃないよ

うな問題も潜んでいないかという気がしました。

高見 1点目の方も一応お話ししますと、一般的

に交通需要というのは派生需要と言われますが、

本源的な需要の部分もあるから減らすのは難しい

というご指摘だと思いますけれども、それと同時

に、日常的な目的の交通と、非日常的な目的の交

通があるわけですね。例えばドライブなどは本源

的需要のほうの非日常的な交通であって、非日常

的な交通を都市計画でどれだけ減らせるかという

と、私はその点は非常に難しいとd思っています。

むしろ、通勤であったりとか、買物であったりと

か、日常的な目的での自動車の利用については、

都市内で完結しているものでありますし、減らす

余地があるんじゃないかと考えて分析をしている

ということです。

2点目の、近隣センターの方の話であります

が、それはおっしゃるとおりだと思います。跡継

ぎがいないというのも問題でしょうし、個人商庖

の限界というのももしかしたらあるかもしれませ

んし、さまざまな問題があるとはd思っております

が、我々の都市交通計画のほうから見ると、あま

りに自動車に対応できていないところが特に目立

つといいますか、それで、最近の開発では自動車

に対応している形になっているところが日につく

ものですから、そういうところを取り上げて分析

をしたということです。そういうことで、近隣セ

ンターの衰退の原因は、自動車への対応が遅れた

ということが全てではなくて、さまざまな要因が

あるということは認識をしております。
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司会:玉川 これから後、社会科学系の先生方に

ご登場願うんですが、ちょっと 5分だけお時間い

ただきまして、私の話をさせてください。

野球で言うと、本当にワンポイント長引くとい

う形になりますけれども、今、河中さんの方から

エネルギーを中心にした議論、それから高見さん

の方から、それを含む形といいますか別の切り口

で、交通の議論をいただきましたけれども、私が

実は「総合都市研究」の71号に書かせていただい

たのは、そもそも人が住み続けているというので

しょうか、ただ同じ人という意味ではなくて人口

の量を一定保ちながらずっと整備している地域は

どんな地域なのかということを分析した話を書か

せていただきました。雑駁に 5、6分で申し上げ

てみたいと思います。

これは、東京都市圏、 l都3県ぐらいの 5年ご

との人口変化率を分析したものですが、 1970年か

ら75年、使っていますのは 1キロメーターメッ

シュデーターという当時総務庁、今は総務庁の統

計局から出しています国勢調査。この薄いところ

が減少しているところ、黒いところが、割と色の

濃いところが増加しているところという形です。

高度経済成長期、 1970年一1975年というのは割

合都心の外側が増加しているということですね。

基本的にはそのパターンが大体維持されるんです

が、高度経済成長期が終わった石油ショック以降

は大分それが緩和された感じといいますか、そう

いう感じになってくるんですけれども、 1985年か

ら90年のバブル経済のころになりますと、またそ

れが再燃します。大分都心の空洞化がさらに進

む、市街地の外円化がさらに進むという形になり

ます。それがまた、バブル崩壊以降ちょっと緩和

されるという形で大体推移してきます。そういう

人口の増減、東京の首都圏といいますか東京圏に

ついての人口の増減が見られるという形です。

それを、ちょっとまとめる感じでこういうふう

にして、まず1970年から95年のこの25年間の変化

率というものを取ってみました。要するに最初と

最後でどれぐらい違うかということです。それで

言うと、やはり都心の空洞化と外側、この赤いと

ころが増加、それから青っぽいところが減少とい

うことで、そういう空洞化と外円化という傾向が

見られます。

もう lつ、指標として1970年から95年の聞の年

次間の変化率の絶対値という指標を取ってみまし

た。これは、国勢調査が 5年ごとにありますの

で、その 5年ごとに人口がどれだけ変化している

か。これは、プラスもマイナスも含めてですけれ

どもその絶対値を取りまして、全部足し合わせ

た、 5年ごとの 5区間がありますかね。 70年から

75年、 75年から80年、 80年から85年というととで

すから 5区間ありますけれども、それを全体値を

足し合わせたものを表示したものです。

そうしますと、それが少ないということは 5年

ごとの変化もそれぞれ少なかったということなん

ですけれども、この青っぽいところがそれが多い

ところ。白っぽいのが少ないところなんですが、

ごらんのように都心と外側の間です。そこら辺に

そういう 5年ごとの変化の絶対値を取っても少な

いといころが存在するという感じです。

特に、変化の少ないところということで、一応

安定地区というふうに名づけたんですけれども、

70年と95年を比べて10%以内の変化しかない。そ

れから、先ほどの70年と95年の問の 5年ごとの変

化率を全部足し合わせても10%以下であるという

ところを取りました。それがこんな感じで分布し

ます。東京の23区の西側ですかね。具体的に言い

ますと環七と環八の間ぐらいに比較的多く分布し

ます。それからもう 1つはこういう外側です。東

京圏の外側にもありますという感じです。これら

の地域、これは23区のを拡大してみるとこんな感

じになりますということで、やはり環七、環八の

間に幾つか集中しているという感じがおわかりい

ただけるかと思います。

この地域の特徴がどんなものであるかというこ

とを分析してみたんですが、ごらんのように年齢

階級別の人口、人口全体の変化が少ないというこ

となんですけれども、年齢階級別で見てもその形

が余り変わらないという特徴があるんですね。も

し、これは住んでいる人がずっと同じならば、 5

年ごとに山が移っていくという感じになるのが自

然なんですけれども、そうではなくて形が全然変
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わらない。ということは、比較的人口の入れかわ

りがそこそこあるということです。特にこの若年

層ですね。 20歳から24歳あたりの若年層の入れか

わりというのが非常にうまく行われている。なお

かつ、ある程度長期的に住んでいる方もいるとい

うような、J.lIJの統計からの観点ですが、そういう

動きがあります。

このナンバー 2というのは実は旧都立大学の

駅、旧都立大学周辺ですね。年齢概区別人口を見

たんですけれども、まさにそういう典型的な形が

出ています。ただ、 90年から95年でちょっと20歳

から24歳の層が若干下がったのはこちらに移転し

てきた影響ではないかというふうに考えられま

す。

いろんな特徴を調べてみたんですが、はっきり

出ましたのは世帯の所有関係です。持ち家と民営

の借家というのがメジャーで、割とそれがよく入

り混じっているようなところです。住宅の床面積

も、比較的小さいのもあります。ワンルームマン

ション的なのもありますけれども、中規模世帯も

あり、なおかつ150平米以上というのは非常に大

きな世帯なんですが、それも東京23区の平均より

は割と高いパーセントで分布しているというよう

な傾向が出ました。

土地利用の様子を軸にしたものがこういう建物

なんですが、住宅系が緑色、一般住宅です。それ

から、黄色が集合住宅、公共が茶色、赤いのが商

業なんですけれども、そういったのが比較的入り

混じっていて、ここら辺が農用地等ですけれど

も、そういったところも見られるというパターン

ですね。これが都立大学の周辺の状況なんですけ

れども、やはり住商の混在というものが観察され

る地域になっています。

そういうことで、一応「総合都市研究J71号で

はこんな結論を出しました。密度として都区内の

安定地区の特性として、大体 1平方キロメーター

あたり l万人台ぐらいであまり密が小さい。それ

から、年齢別分布で言いますと若年層の安定的流

入が見られます。世帯住宅では、比較的広範囲の

居住者への対応ができるような多様性があるとい

うことです。土地利用、建物については、適度な

混在、住、商、公ですけれども、それから量的な

安定性というものが観察できるのではないかとい

うようなことを一応結論づけておきました。この

ようなことです。

こういう話を社会科学系の人に申し上げると、

「これは人口の安定地区とあなたは言ってるけれ

ども、人口量の安定地区じゃないか」ということ

ですね。やっぱり都市に住んでいる人にとって有

用なのは、その人自身が住み続けれらるというこ

とではないかというような議論をやったことがあ

りました。

そういった話がありましたので、やはりここは

そろそろ社会関係の方にご登場いただかないとい

けないと思いましてお招きいたしましたので、園

部先生、どうぞよろしくお願いします。

(3 )都市の社会的持続可能性

園部雅久

上智大学の園部です。正直言って私、サステナ

ビリティーとかそういうことを全然考えてなかっ

たもので今もとまどっているんですが、多分サス

テナビリティーというときには環境とエネルギー

とかということが主であって余り関係ないのでは

ないかとも思いますので、気楽に15分間ぐらいで

やめたいと思いますので、おつき合い願えればと

思います。あとは玉川先生がどう処理するかに任

せたいと思います。

1つは、ここで社会学系から言いたいこととい

えば環境とかエネルギーとかもあるけれども、社

会的なソーシャルなサステナビリティーみたいな

ものが考えられるのではないかというのが、私の

苦し紛れの結論です。先ほど、高見さんのお話の

中に、私は知らなかったんですが、社会的、経済

的、環境的という形でサステナビリティー、持続

可能性ということを考えるんだという話が出てき

たので、もうそういう面では社会的、ソーシャル

・サステナビリティーというのは言われてるんだ

というふうに思いました。そういう面では、私は

あえて言わなくても言われているんだということ

を確認した次第です。ですが、先ほどのお話だ

と、モビリティーのお話とか雇用の確保というこ
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とだったので、ちょっと違う角度からお話をする

ということになると思います。

ここに 3つほど問題提起的に非常に大雑把な話

を並べております。 I点目は、玉川先生の方から

研究会報告をしたときのテーマを少し話してくだ

さいという依頼がございましたので、 1点目はそ

のテーマです。「都市再開発と社会的ネットワー

ク」ということにしてあります。資料はきょうは

お配りしてないんですけれども、ここで私がやっ

てたのは、ご存じだと思いますけれども墨田区の

京島地区というまちづくりで有名な地区ですが、

その京島地区の長屋地区が再開発されるのでそこ

にいた居住者の方が割と近くの白暴の防災拠点の

高層団地に移住したわけです。その居住移動を巡

る近隣関係の変化ということに着目してやったも

のです。

フィジカルには、物理的には防災拠点ですから

ご存じのとおり非常にいい環境になったわけです

が、ソーシャルな意味で言うとかならずしも万々

歳だ、ったわけではなくて、一番親密な、近隣関係

で言いますと家に上がって話すとか、訪問し合う

とか、そういう親密な関係がかなり大きく減った

ということがわかりました。もちろん、挨拶する

とかそういう浅いつき合いはそれほど、また時を

待って回復していくわけですが、いわゆる今言っ

たような親密なつき合いは時間の経過の中でもな¥

かなか回復しないという傾向がありました。それ

が1つのファインデイングスでした。

もう 1つは、いわゆるパネル調査、移動して

いった同じ人に移住前と移住直後と、それから 5

年間ぐらいたって調査したんですが、そういうパ

ネル調査の中では、徐々にではありますけどもコ

ミュニティーの回復力というのがその地域の中に

存在しているということも、あわせてその中で結

論づけました。その 2点ぐらいが結論だ、ったんで

す。

それが、 1点目の都市再開発と社会的ネット

ワークということで、そういう意味で言えば、い

わゆる物理的な環境だけではない社会的な環境、

玉川先生の言葉だとヒューマン・ネットワークと

いうふうにおっしゃっていたんですが、そういう

ものも考えていく必要がある。それがソーシャル・

サステナビリティーにどういうふうにつながって

いくか、あるいは都市のサステナビリティーにど

ういうふうにつながっていくかというのはいろい

ろ議論した方がいいんだと思いますけれども、重

要な側面としてそういう側面も見逃してはいけな

いのではないかということです。それが 1点目で

す。

2点目に書きましたのは、これは同じ京島とい

うか下町地域、墨田区を中心とした下町地域との

絡みで 2番目の点を申し上げるわけですが、この

地域は、ご案内のとおり非常に住・商・工の混在

地域でして、そういう面でいうと、自営業層が非

常にいるわけですね。本当はもう 1つ表があっ

て、ちょっと小さくて見えないかもしれません

が、その表を忘れてコピーしてないんですけれど

も、ここにあります表は、墨田区の住民を対象と

した調査だ、ったんですけれども、私どもがやった

調査なんですが、該当者を職業というのでしょう

か、社会層ごとに分けてるんですが、上から零細

の事業主、小中の企業主、小中というのは規模で

すけれども、家族従業者、それから専門サービス

的なことをやっている人、ホワイトカラー、事務

の人とかそういう人ですね。それから、下の 2つ

はブルーカラ一層というように分けた表です。こ

の表を見てもおわかりのとおり、当たり前といえ

ば当たり前かもしれませんが、相互援助とか、そ

ういうかなり深いヒューマン・ネットワークを

持っているのは自営業層、ここだと特に零細の自

営業者、町工場主、あるいはお庖屋さんの庖主層

という、そういうような人たちなわけです。

今表を忘れたと申しましたのは、もう 1つ地域

住民組織への参加というのを聞いていまして、町

内会的な組織を中心にした地域住民組織への参加

というのを見ますと、これもやはり自営業層の人

を中心にして参加されて、あるいは役員をやって

いたりするわけですね。そういう面で、この地域

は非常に自営業層を核とした街のシステムが、あ

る意味では成り立っている場所だ、ったと思いま

す。

その街のシステムの役割りとして 2つ挙げたん
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ですが、 1つはそういう面で言うと、今申し上げ

ましたような自営業層を核とした街のシステムが

持っているヒューマン・ネットワークというか、

これは玉川先生のお言葉ですが社会的ネットワー

ク、社会的つき合いの豊富さというのがその中に

あったわけです。それが lつのポイントです。

もう 1つのポイントは、その次の下の表になる

んですが、これは私ども社会学の中ではよく議論

することですが、社会移動という概念がありま

す。その人がどういう形で社会的な地位を移動し

たのかということになるわけです。社会的な地位

の移動には、上昇移動と落っこちる下降移動と平

行移動、そういう 3つが大きくは分けられると思

いますけれども、それをこの地域の住民でちょっ

と調べた結果がこの表になります。あまり細かく

言っていると時間がありませんから、表側です

か、こちら側の方は自営業と勤め人というのを大

きく分けて、自営業の中を、 NMのノンマニュア

ルと、 Mのマニュアルというふうに分けてます。

ノンマニュアルというのは、具体的に言えばお屈

です。この地域だと、販売に携わっている人がほ

とんどです。それから、もう 1つ、マニュアルと

いう方は工場主です。その 2つを分けています。

自営でお庖をやっていると人と、自営で工場を

持っている人というふうに分かれます。勤めの方

も、勤めでお屈に勤めている人と、工場に勤めて

いる人、そういう形で勤めのノンマニュアルとマ

ニュアルというふうに分かれています。

結果だけを申し上げますけれども、左側の表側

が初職です。その人が始めに就いた職業を聞い

て、表頭の方がその人の現在の職業、あるいは辞

めている場合はその人の生涯の中で主要な職業を

聞いている表になります。

これを見ますとわかりますように、移動しない

というところが対角線になるわけですが、それが

一番多いことは確かなんですが、その次に多いの

は、勤めノンマニュアルが自営のマニュアルに

なってくる、自営化していく。それから、勤めマ

ニュアルが自営マニュアルになっていくという形

で、平たく言えば自分の屈を持つ、自分の工場を

持つということなんですけども、そういう形でこ

の地域が社会的上昇移動の機会を提供していたと

いうこと、これが非常に重要なんだろうと思って

いるわけです。

先ほどのレジュメに戻りますけれども、このく

まちのシステム>の役割、ヒューマン・ネット

ワークの側面、くまちのシステム>の役割が、今

の社会的上昇移動の側面、そういう 2つの側面

が、これは私の仮説でもあるわけですが、東京と

いう都市は極めて急激に発展したわけです。先ほ

どの最初の基調講演の中にもありましたけれど

も、東京という都市は、西欧の都市と比べて極め

て急速に成長したわけですが、そういう急速に成

長した中でも、逆に極めて社会的には安定的な発

展をしてきたというのが大きな特徴だと思いま

す。その 1つの要因として、こういったいわゆる

下町地域というのは、地方から比較的低階層者層

を受け入れた地域ですので、そういう中で低階層

者層が孤立しないヒューマン・ネットワークを

持っていた。それから、彼らが上昇していく夢を

与えるまちであった。そういう 2つのことが大き

く影響していたのではないかというふうに私は考

えているわけです。

翻って、しかし現在を見てみますと、この両方

ともが崩壊していきつつあるわけです。自営業層

のまちから、いわゆる勤労者の住むまちへという

形で、京島もそうですが、下町の多くのまちがそ

ういう形で変容していっている。それにつれて、

こういうまちのシステムが、あるいはそのまちが

果たしていた役割が、機能が崩壊しつつあるとい

うふうに考えています。そういうことからいく

と、そういう将来的に東京というまちの安定性に

貢献したのではないかと思われるような役割が、

どういう形で何に代替を求めていくのか、その辺

を考えていく必要が、社会的サステナピリティー

というようなことを考える上では重要なのではな

いかというふうに思っております。それが2点目

の話です。

3つ目は、私自身が現在一番やっているのがと

の辺なんですが、いわゆる都市のグローパル化と

いう中で、グローパリゼーションという話もあり

ましたけれども、都市の中が社会的に分極化と書



84 総合都市研究 第 77号 2002

きましたけれども、ソーシャル・ポーラライゼー

ションという側面がかなり今、出てきつつあるの

ではないかというふうに思います。

Iつは、ここに書きましたけれども外国人の増

加という問題です。これまで余り東京という都市

が、日本の都市が経験してこなかった問題がある

と思います。この表が、東京都の国籍別の外国人

登録者数の推移を表しているものです。そういう

面では、東京の人口も徐々にではありますけれど

も、多様化してきでいる、あるいは異質化してき

ている、そういうことがあるわけです。

その下が、これは全国のデータなんですけれど

も、いわゆる国籍ごとの職業構成という形になっ

ています。これを見るとはっきりするように、ア

ジア系は非常にサービス職に就いている者が多

い。それから、南米系はご案内のとおりブラジル

とかペルーとかの日系の人たちが多くいますので

そうなんですが、生産加工職、いわゆる工場に働

いている人たちが非常に多い。欧米系は、専門技

術職に多い。英語の先生とかを含めて、そういう

ような形で、外国人の国籍ごとに階層分化、ある

いは職業分化ということが起こりつつあるという

ことは事実なんだろうと思います。それが 1つで

す。

この下の表は、いわゆるホームレスと言われて

いる人の増加を表しているものです。これは、東

京区部のホームレスの目視観察の結果で、目で見

て数えた結果なのでどれだけ正確かということは

ちょっと置いておきますけれども、増えているこ

とは確実に増えているわけです。これはちょっと

古いのですが、去年の夏のデータは、たしか

5，600ぐらいだったと思います。そういう面で

は、ご案内のとおり徐々に増えてきている。そう

いう人たちが、ここに都市アンダークラスと書き

ましたが、ある種社会の中に統合されないで排除

されていると言ったらいいのでしょうか、そうい

う問題が起こってきている。そういう都市の中の

排除とか包含という問題をどういうふうに考えて

いったらいいのか、そういうこともソーシャル・

サステナビリティーを考える上では重要なテーマ

としてあるのではないかというふうにd思っている

わけです。

多分、あとは玉川先生に任せますけれども、私

の話は全然流れの中には関係ないような気もしま

すので、一応、このぐらいでよろしいでしょう

か。では、私の話は、一応このぐらいにしておき

たいと思います。

司会:玉川 どうもありがとうごさ寺いました。

ちょっとご質問を、ではお受けしましょうか。ご

質問、ご意見等ございますか。

質問者 先生の最初の分類で階層別の分類があっ

たんですが、私たちが実際に地域で住宅を建てる

ときに、それとは別に、例えば子供が学校に行っ

ていると学校のネットワークだとか通学制を通じ

ての分類と言いますか、あるいは女性だと、例え

ばスポーツでまとまったり、あるいは政党別でま

とまっている、例えば創価学会みたいのはものす

ごくまとまりがいいとか、階層別ではなくて、何

というんですか、別の分類でまとまってるんです

ね。音楽の好きな人は音楽の好きな人同士でまと

まっている。そういう場合に、ヒューマン・ネッ

トワークの分類の中には入るのか、あるいは全然

それは別ものなんでしょうか。

園部 私は、一応下町地域ということで自営業層

に着目するためにそういう職業をもとに社会層を

つくって、それがどういうふうにネットワークを

規定していたり、違ってたり、あるいは集団参加

にどう影響しているかというふうに見たというこ

とだけであって、ヒューマン・ネットワークとい

うことの中には今おっしゃられたいろんな、昔は

地縁、血縁というような話をしていましたけれど

も、関心で集まる関心縁だとかそういう形で、

ヒューマン・ネットワークを構成するファクター

としては、今おっしゃつられたようなのがとても

重要なファクターになっていると思います。そう

いう面では、ヒューマン・ネットワークと言った

ときに当然そう言うものを含めて考えるわけで

す。

私の先ほどの図はこれですけれども、そういう

ヒューマン・ネットワークが職業をもとにした社

会層ごとに違いますよということを言いたかった

わけなんです。
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司会:玉川 よろしいですか。

質問者 そうしますと、何か幅事奏するんですが、

例えば 1つの地域の中で物事を決める場合に、ど

うしても接する人同士が固まるんですね。そうす

ると、同じ住宅の棟の 1階から 5階まで住んでい

る人の交わる場合と、横の線で交わる場合がある

ので、どっちか 1つを、あれだけというのは

ちょっと分析をする上で不十分なんじゃないか

と。どうしても話しやすい人に話がどんどん行き

ますからね。その点がちょっとわからなかったの

で、質問させていただきました。

園部 わかりました。どうもありがとうごさ向いま

した。確かに、私自身は自営業局ということに着

目してたので、分析枠組みがそっちに偏ったとい

うことはあるかもしれません。

司会:玉川 ヒューマン・ネットワークという言

葉自身は、社会学では言われますか。

園部 いえ、余り使いません。私たちが言うとき

は、社会的ネットワークという言葉はよく使いま

す。あるいは人間関係という言葉も使いますけれ

ども、ヒューマン・ネットワークというのは、社

会学としては余り使ってない言葉ですね。

司会玉川 申しわけございません。

園部 いえ、とんでもないです。

胃会:玉川 ほかにご質問ございますか。はい。

質問者社会的ネットワークとか、今、玉川先生

が言われていたヒューマン・ネットワークという

言葉について伺いたいんですが、先生がなされて

いた京島地区などは工業地域ですよね。ですの

で、例えば近隣商業の商店街ですとか、そういっ

たところは商業ですとか工業の場所というのは、

商店街の活性化ですとか、地元で工場が幾つか集

まって同じ会社に製品を納入するとか、いろんな

関係でネットワークができやすい必然性というの

があると思うんですけども、普通の住宅地といい

ますか普通の住だけに特化しているようなところ

で、暮らしのための地域力を私たちがつくって行

こうとか、持続可能なコミュニティーをつくって

いこうとした場合に、先ほどご質問がありました

けれども、ヒューマン・ネットワークの中でどう

いったものが必要とされているのかとか、主婦の

力ですとかいろいろあると思うんですけれども、

そのあたりについて教えていただけますでしょう

か。

あと、社会学的に社会的ネットワークというの

は、こういう分類がありますということがあれば

教えていただきたいと思います。

園部 社会的ネットワークの分類ということでい

いかどうかわかりませんが、さっきちょっと申し

ましたように、社会学でよく扱うのは親族ネット

ワーク、それから近隣のネットワーク、それから

仕事仲間のネットワーク、同僚のネットワークで

すね。それから、それに含まれないさまざまな同

窓会とかで一緒だとかの友人のネットワーク、そ

ういうような形で記述することが多いことは確か

です。

そういうネットワークがどういう要因で、どう

いうきっかけでできるのかというのは、これはま

たいろいろ多様でして、今おっしゃられたように

住宅地域なんかでは、さっきおっしゃいましたけ

れども子供を通したつき合いであるとか、それが

中心でしょうし、最近はNPOみたいなのが非常に

ありますので、ケアを通す仲間でそういうグルー

プができたりとか、あるいは生活クラブ生協の中

でそういうグループができたりとか、それはさま

ざまではないでしょうか。先ほど関心縁というふ

うに言いましたけれども、その人の関心に基づい

てグルーピングができているというふうに、私は

考えています。

司会 玉川 よろしいですか。京島のお話をいた

だいたときに、ことしの 6月ですか、お話いただ

いたんですが、あのとき非常に印象的だ、ったの

は、確かに深いつき合い、鰍密なつき合いはなか

なか 2、3年程度では回復しないというのを伺っ

たんですけれども、その一方で新規の参入者の方

が媒介して新たな社会的ネットワークが形成され

ていくというようなお話がありましたけれども、

そこら辺は、何かネットワークの持続可能性とい

う意味では参考になるような話になるんでしょう

かね。

園部 持続可能性として参考になるかどうかは

ちょっとわからないんですが、今、玉川先生がご
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指摘くださったのは、先ほどははしよって言わな

かったんですが、京島から白髪に転居したわけで

すけれども、もともと白嶺にいた人たち、あそこ

も再開発されたわけですので、再開発されてもと

もと白髪にいた人たちと、京島から移った人たち

が 1つの住宅の棟に同居する形になったところ

だ、ったんです。最初は、京島と自費でかなりグ

ループが分かれていたわけですが、今、玉川先生

がおっしゃってくださった新規に京島でもない、

白暑でもない人が入ってきて、その人がブリッジ

役というのか、リエゾンというのかにして、その

人の個性にもよるでしょうから、そういう形に

なったら必ずあるということではないわけですけ

れども、そういう新規に入ってきた人がリエゾン

役を担って、 2つの白髪グループと京島グループ

の人たちの距離が、社会的距離ですけれども、そ

れが縮まる傾向にあったということなんですね。

どこまでを一般化していいかはちょっと分かり

かねますが。

司会:玉川 最小かもしれませんけれどもね。こ

こでは観察されたということですね。

そのほか、何かございますでしょうか。

では、大分時間もまいりましたので。園部先

生、どうもありがとうごさタいました。

それでは、すみません、どうも随分お待たせい

たしまして申しわけございませんが、最後のパネ

リストの方になります。東京大学の丸山先生、あ

ちらの方へお願いします。

丸山先生には、 2000年の10月31日に「循環型社

会の落とし穴 不可逆過程を考える」ということ

で、非常にこういうコンセプト、循環型、あるい

は持続可能ということを考える場合の大枠のとこ

ろで、ある種の臨路があるという非常に根底的な

話をしていただいております。それでは、よろし

くお願いいたします。

(4 )物質循環と経済循環

に考えられるかなとd思ったんですが、若干時間的

な余裕もなくて、やはり前回の発表の続編という

ことでお許しいただきたいと思います。お手元に

A4のレジュメがあると思いますが、これに従っ

てお話をいたします。

きょうの話の趣旨は、持続可能性という点に関

しまして、環境の制約が経済の成長にどのような

枠をはめているのだろうか。そして、この枠の範

囲内で持続性を追求するためにはどんなことをす

ればいいのだろうかということをちょっと考えて

みたんですね。そこで、そもそも環境容量という

概念なんですが、人間の経済活動には今、どの程

度の環境の余裕が与えられているのだろうかとい

うことを考えるときに、最近注目されている「エ

コロジカル・フットプリント」という考え方があ

ります。これは人聞が経済活動をするときに、さ

まざまな廃棄物、廃熱を出すわけですけれども、

それが生態環境にどの程度の影響を及ぼすかとい

うことを面積で表したものであります。

私は専門家ではないんですが、下の参考文献の

ところにありますワッカーネーゲルとウィリアム

ズ・リーズという 2人のカナダの研究者ですけれ

ども、この人たちがエコロジカル・フットプリン

トという考え方を公にしておりまして、例えば人

間1人当たりが経済活動を営んでいくときに、一

体自然環境で何平方メートルぐらいに依存してい

るか。つまり、自分が経済活動をする結果として

どれだけ生態環境に影響を及ぼしているかという

ことを、例えば二酸化炭素排出量を基準にして、

それが森林面積でどの程度あれば、日本の人口の

1億2，000万人が排出するCO，を吸収できるの

か。それから、森だけではなくて牧草地であると

か、海洋面積というものを含めてどの程度の面積

があれば人間の経済活動の結果として排出される

負荷を吸収できるのかということを計算している

のですけれども、計算のプロセスは全く省いて結

論だけ申し上げると、現在地球上に存在している

丸山真人 人類は、その経済活動によって、既に自分たちの

それでは、早速お話をさせていただきたいと思 経済活動を支えるに足る生態環境の面積の1.3倍

うんですが、やっぱりきょうも大枠の話しかでき の面積を必要とするに至っているという結論を出

ません。都市との関連について、もう少し具体的 しています。
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これは、どういうことかといえば、環境の質が

だんだん劣化してるということなんですね。環境

の質を一定に保つためには、今の経済活動を縮小

しなければいけないということが結論として出さ

れているわけです。

そこで、日本について見れば、和田喜彦さんと

いう札幌大学でエコロジー経済学を研究されてい

る方が、このエコロジカル・フットプリントに

従って計算した結果が出ていて、日本の場合は環

境容量の 2倍に相当する負荷を与えている、つま

り日本の面積の 2倍に当たる生態環境に日本人は

依存しているという、結果を導出しております。

そうすると、もう結果は明白であって、我々が

経済成長を続けるためには排出する廃棄物なり廃

熱を減らさなければいけない、環境への負荷を 2

分の lに減らすような形で経済の成長のモデルを

つくり直さなければいけないということになって

いくわけです。ちょっと飛びますけれども、それ

は4の目標の再設定のところで日本人の資源消費

量を現在の 2分の lに下げるということを掲げた

んですけれども、そこに至るためにはどういう構

造の変革を行わなければいけないかということを

少しマクロな視点から考えてみたいと思います。

その前提として、今現在の日本の経済がどのよ

うな姿であるのかということを見ますと、その資

料の裏側に表と図が出ております。これは引用な

んですけれども、左側の図は、これはいわゆる物

質収支で環境省が環境白書をまとめたときにこの

ような考え方を広く世に問うたわけですね。これ

は非常に便利な図でありまして、これによります

と日本においては、年々の生産を継続していくた

めに、 21.6億トンの物質を利用しているというこ

とになります。下の図の真ん中のところです。総

投入物質総量というところの縦の幅が21.6と書い

てありますけれども、これが毎年日本人が使う物

質の総量なんですね。

問題は、この物質がどこから来てどこへ行くの

かということであります。左側はその物質がどこ

から入ってくるかということを表しており、右側

はその物質がどこへ行くかということを表してい

ます。これを見ますと、まず自然環境から資源を

採集してくるのですけれども、国内から11.8億ト

ン取り入れる、海外から輪入の形で、輸入物質と

して 7億トンを取り入れていることになります。

製品としてはo.7億トン入ってくるわけですね。

そのほかに年々の利用物質のうち、 2.1億トンを

再生利用するということで、これが左側から入っ

てくる物質の総量であって、そして今度は出てい

く部分をちょっと見ていただきたいんですけれど

も、下の方ですね。 2.1億トンは再生利用という

ことでリサイクルの流れに入っていくのですが、

そのほかに廃棄物、廃熱、食糧消費という形でほ

ぼ8.6億トンの物質が環境の中に放出されていく

わけですね。由形物質としておそらく蓄積されて

いくのは3.1億トンぐらいで、あとは熱となって

消えていく形になっていると思います。

さしあたりは、建築物とか製品という形態を

取ってこの地表に残される物質、蓄積される物質

が12億トンあるということになっています。海外

に輸出されるものが 1億トンということになるわ

けですね。新たに蓄積される12億トンというもの

の中には、例えばこの都立大学の建物のような、

これは今年できたわけではなくて10年前ですから

ここには入ってませんけれども、年々建築される

建物が入っているわけですね。そして、それが30

年とか50年たつと廃棄されていきますので、この

新たな蓄積というのは永久に蓄積されているわけ

ではなくて、それはやはり廃棄物になって下の方

の流れに変わっていくということが示唆されてい

ます。

この物質収支で特徴的なことは、国内において

蓄積される物質が年々増えているということだろ

うと思います。それは、海外との関係で見たとき

に、資源、それから製品輸入として入ってくる物

質が7.7億トンあるのに対して、海外に出て行く

物質は 1億トンしかないということで、 6.6億ト

ンは年々国内に蓄積されていって、そのうちの一

部はガス、廃熱となるわけですけれども、それに

もかかわらず物質として国内に蓄積される部分が

あるということですね。それが 1つ特徴として表

われています。

それに対して、今度は右側の表を見ていただき
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たいのですが、こちらは国際収支です。貿易収支

と資本収支を合わせて見ることができるんです

が、貿易を中心とした経常収支を見ていきます

と、日本は基本的に黒字ですから、物を売る、

サービスを提供するということで年々利益を得て

いるわけです。ですから、貿易の結果として海外

から資金が流入してくる。それに対して海外への

投資として資本が出ていくんですけれども、これ

は海外から入ってくる資本と差し引きで見ます

と、海外へ出て行く資本の方が多いわけですから

一応マイナスということで、これは資金が固から

外へ出て行くということを示しているわけです。

そこで、年によって上の経常収支と下の資本収支

を合わせて大体バランスが取れているときもあれ

ば、資本収支の方が多いという年もあり逆の場合

もある、ということですけれども、おおよそなら

して見れば、日本の国際収支における特色という

のは、貿易によって海外の資金を引きつけ、投資

によってその資金を海外に出しているということ

で、資金が循環しているというふうに考えること

ができるわけですね。非常に大雑把に見てですけ

れども、資金は循環している。だけれども、資金

が循環しているのに対応して物質の方も循環して

いるかというと、どうもそうではないのではない

かというのが私の申し上げたかったことです。結

論的にいえば、資源を掘り崩して、それをフロー

にして、そしてまたそれを廃棄物として環境の中

に出していく、そしてその廃棄物となった物質

は、ごく一部は再生利用されますけれども、その

多くは環境の中に蓄積されていくということで、

廃棄物の蓄積が行われる。

そこで、先ほどのようなお金が循環していくの

に比べると、物質の方は循環していないではない

かというようなことを、ちょっと印象的にここで

押さえておきたいと思います。

それで、温暖化問題に飛ぶのですが、今日、温

暖化ガス問題の中で二酸化炭素が主役として取り

上げられています。その二酸化炭素が増えるとい

うニとはエネルギー消費量が増える。そのエネル

ギーの消費が増えるということは、多くの場合、

自動車の利用が増えるということで、先ほどの発

表とつなげていくならば経済の規模が大きくなる

に従って自動車の利用が増えて、それによって二

酸化炭素の排出量も増えるということになってい

るのです。その経済の規模が増えるということの

意味を、もう少し経済学的に整理しておきます

と、経済が発展する経路として第 1次産業、第2

次産業、第3次産業というふうに産業を分けると

すると、第 1次から始まってだんだん第2次、第

3次産業へ経済の比重が移っていくことが経済の

発展である。そして、それが経済成長の原動力に

なっているというふうによく言われるわけです。

第 1次というのは何かといえば、農業であり、

鉱山業等を含めた自然から資源を獲得してくる分

野が第 1次産業であり、製造業、物をつくるビジ

ネスが第 2次産業である。そして、さまざまな

サービス産業、運輸、通信を含んだものが第3次

産業になるわけですが、経済の規模が拡大すると

いうことは第 3次産業が大きくなるということ

で、それが自動車の利用を拡大して、 CO，の排出

量も増やしているというような関係性が指摘でき

ると思います。

したがって、経済の規模を縮小しなければいけ

ないという話に戻りますと、第3次産業をどうい

うふうにしてコントロールしていったらよいのだ

ろうかというところにおそらくは問題が帰着する

と思います。しかし、第3次産業だけを小さくし

て、第 1次、第2次をそのままにというわけにも

いかないわけですし、全体としてビジネスのバラ

ンスを取りながら、資源の消費上は少なくしなけ

ればいけないというふうに考えますと、今までの

ような 1次、 2次、 3次産業という経済の分類の

仕方だけでは収まらない、新しい産業を考えるほ

かないのではないかというところに話が発展して

いきます。それが第4のところの 2番目に書いて

あります「静脈産業j という話になります。

静脈産業というのは、物をつくる産業に対して

廃棄物を回収し、それを使えるものに戻してい

く、あるいは自然に返していく、廃棄物であった

ものを無害なものにして自然に返すというそのプ

ロセスを担う産業を今までの製造業、 1次、 2

次、 3次の動脈産業に対して静脈産業というふう
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に呼んでいるわけですね。

これは、別に新しい考え方ではなくて、アメリ

カのビジネス研究者というか実業家であり、

NGOの主催者でもある人ですが、ポール・ホー

ケンが「ナチュラル・キャピタル」という言葉を

使って、ここ数年、実践をしようとしているわけ

ですけれども、資本をどういう分野に投下したら

いいかというときに、今までのように農業、工

業、それからサービス業という分野に投下するの

ではなくて、これまで市場経済には登場してこな

かったような部門、つまり商品として取引される

ことのなかったようなものを利用しながら、環境

を整えていくという産業ですね。もっと具体的に

言えば、廃棄物なり廃熱といったものを回収し

て、それを新しく資源化する、あるいは無害化す

るということに資本投入する。資本であるからに

は利潤を生み出さなければいけないので、そこに

市場がつくられなければいけない。そういう意味

では、この話は今まで市場に乗ることのなかった

ものを希少資源として定義し直すという話になっ

ていくわけです。

当然のことながら、そのプロセスにおいては、

エネルギーの利用を極力抑える形でそのような静

脈産業をつくっていかなければならないというこ

とになりますから、これまでの経済の発展の図式

とはかなり異なった仕組みを考えていかないとこ

の話は実現可能にはなっていかないということに

なります。

果たして、そのような新しい経済のモデルとい

うものは可能なのだろうかというのが、私の今日

の話の中で最終的に提起したい問題であります。

そのためには、やはり Iつ条件がありまして、

「物・人・金j の流れを活性化させることが必要

なんだけれども、それをいきなりグローパルなレ

ベルで回すのではなくて、ローカルなレベルで循

環させるというところから問題を立て直していく

ということが可能性として考えられるのではない

かということですね。

今日の話の中に何回か出てきたんですけれど

も、地域分権であるとか、それからコミュニ

ティーの再生とか、地元商盾街の活性化とかいっ

た身近な都市の問題と、今私が述べたような非常

にマクロで大雑把な話がどこかでつながらないだ

ろうかいうことを考えたらいいのではないかとい

うふうに思います。私自身は、そのためには新し

い道具が必要であって、それで物や人や金を回す

というときに、その金の部分に着目をして、これ

を既にある円とか、それから国際通貨でやるので

はなくて、ローカルカレンシーでやったらどうだ

ろうか。地域通貨を使ってローカルな人と物の流

れを活性化するということができるのではなかろ

うかというようなととを考えて、少し今、地域通

貨の問題に取り組んでいるところです。

ちょっと話しているうちにまとまりがなくなっ

てしまいましたけれども、ひとまずここで私の話

は終了ということにします。

司会:玉川 どうもありがとうございました。そ

れでは、ご質問、ご意見ございます方、どうぞ。

どうぞ。

質問者 長谷川工務!古の川村と申します。私の専

門は、環境教育とまちづくりが専門で、ちょっと

専門外なんですけれども、しばらく前に、やっぱ

り97年ぐらいに日本語訳で「ファクターゼロ」と

いうような議論があって、エネルギーのあったお

話の流れで言いますと、環境に対する負荷で一番

問題なのはエネルギーよりは物質重視である。

サービスあたりの物質集約度を高めなければいけ

ないというような議論だ、ったと思うんですけれど

も、そこでも指摘があったんですが、温暖化の議

論に関して、エネルギー消費に対するデータとい

うのは非常にいろんな試算がされている割に、物

質収支に対するデータというのは一般的に求めに

くいままのような気がいたしまして、そういう物

質収支に対する議論というのはその後どうなって

いるのかというのを、もしわかれば伺いたいの

と、具体的な課題としてちょっと県の方から環境

に対するデータに関する意見を求められていると

ころで、県単位での物質収支に対するようなデー

タというのを、どういうふうに求めて、また市民

が利用できるような仕組みなり何かそういうデー

タのあり方というのは考えられるかどうか、

ちょっと伺えればお伺いしたいと思います。
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丸山 実は、私も物質収支については専門家では

なくて、これは孫引きになってしまってるんです

けれど、環境省のサイクル推進室では、相当具体

的なデータの蓄積があると聞いております。ここ

に出したのは、平成10年度なんですけれども、そ

の後の数値に関しても多分手に入るんだと思いま

す。多分というのはちょっと無責任な言い方なん

ですが。あと、高木仁三郎先生の高木学校のパン

フレットの中にリサイクル、特に建築廃材、ダム

とかの建築廃材のコンクリートは、とにかく物質

収支の中で、かなり大きな部分を占めていて、その

建築コンクリート廃材というカテゴリーの数字、

それだけではなくてプラスチックのリサイクル、

あとアルミニウム、鉄とか、分野ごとに物質収支

がどうなってるかというのを集めたパンフレット

が出ています。ちょっときょうは手元に持ってこ

れなかったんですが、高木学校に問い合わせると

それが手に入ります。

司会:玉川 よろしいでしょうか。そのほかござ

いませんでしょうか。

昨年お話をいただいたときに、地域通貨の話を

ちょっとお伺いしたんですが、また会を改めてと

いうようなことでお伺いしていたので、もしよろ

しければ多少詳しくお話いただければと思いま

す。

丸山 詳しくなるかどうかは別なんですが、あれ

からもう 1年と数カ月たっていまして、最近私の

ところで勉強している院生が、日本で一体どれだ

け地域通貨のグループがあるかと数えたら 120

あったそうです。だから、私が前回お話ししたと

きは、まだせいぜい十幾つか30ぐらいじゃないか

というようなことを言っていたと思うんですけ

ど、どんどん増えているんですね。その増え方も

都市部だけではくて、農村でも出てきています

し、地方の例えば温泉町であるとか、観光産業で

成り立っているようなまちとかというところでも

出てきています。特徴は、それぞれ多様性があり

まして、先ほどの園部先生のお話でいくと、最後

の都市の新しいネットワークをつくる道具として

使おうという動きもありますし、それから近郊農

村と都市の問で有機野菜を産直のような形で流通

させるという試みも、千葉県の「ピーナッツ」と

いう地域通貨は非常に有名で、確か前もその話を

したかもしれませんが……。

司会:玉川 この前はたしか千葉のピーナッツ

と、富山の「キトキト」と、お伺いしたかと思い

ます。

丸山 お話したかわかりませんが、北海道の苫小

牧の「ガルJとか、幾つか出てきてます。それか

ら、最近、朝日新聞の大阪の社会部の記者の方か

ら教えてもらったんですけれども、いわゆるホー

ムレスの人たちが職がなくて困っているという釜

ケ崎でことしの 1月から地域通貨を導入して、毎

週金曜日に労働の日というのをつくって、近郊に

住んでいる人たちが何か仕事が必要だというとき

に、一種の臨時職安みたいな感じなんでしょう

か、そこへ申し込んでホームレスの人たちで手に

職のある人たちを雇うということで、それを地域

通貨を払って労働してもらうというようなことを

始めているそうです。かなり画期的なんじゃない

かというふうに、私は，思ってます。

司会.玉川 そうですね。地域通貨というもの

は、一般的にわっと全世界に広がると、そうする

と地域通貨じゃなくなりますから、当然おかしく

なるわけですけれども、地域で限定された通貨と

いうことを考えることによって、一体この循環型

とか、あるいは持続可能な都市ということに対し

てどういうようなメリットというんでしょうか、

プラスの側面があるのかということはいかがで

しょうか。

丸山 おそらく、経済効率で考えたら成り立たな

いような分野に、この地域通貨は入っていくん

じゃないかというふうに思うんです。経済効率と

いうと、どうしてもコストベネフィットという計

算をしますから、貨幣で円なら円で勘定して、何

らかの投資をすればそれだけの収益が出なきゃい

けないと考えるんだけれども、地域通貨だと円で

もって収益が出なくても、例えば今のような釜ケ

崎の例で言えば、おそらくホームレスの人たちと

いうのは社会から浮いた存在、社会に根を下ろす

ことのできなかった存在だ、ったと思うんですが、

それが地域の人と仕事を通して交流ができるよう
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になる、そこにはいきなり貨幣的な市場ができた

とか、それで収益が上がるという問題ではないん

だけれども、おそらくは貨幣では評価されないよ

うな新しい社会関係をそこに生み出すという、そ

ういう効果が出てくるのであって、その地域通貨

がどう使われるかというと、さっき労働を提供す

るところまではお話ししましたけれども、それで

得た地域通貨で、今度は労働者は食堂で食事をす

ることができる。食堂の経営者は、地域通貨を今

度は、今の段階ではそれはどうなってるかという

と、その食堂の経営者が食堂を経営するために資

材を買ったりというところにはまだ地域通貨は

回っていませんけれども、ただ、将来的にはおそ

らく地域通貨によって食堂の経営者も含めて、地

域社会の中でのさまざまな交流にその地域通貨が

使われる可能性はあるのではないかと見られてい

るんですね。

だから、それは長い目で見れば、おそらくは経

済効果につながるんだと思うんですね。だけれど

も、地域通貨はいきなり日に見える経済効果が上

がらないから投資しないという今までの経済的な

構造とは違うもので、将来何が生まれるかわから

ないけれども、ただ社会的にはプラスのものが出

てくるというときに、地域通貨がそこに導入され

ることによって実際に新しいネットワークができ

るという、おそらくそこら辺に今の貨幣経済には

ない地域通貨のメリット、特色があるんだろうと

思います。

司会・玉川 制度的というんでしょうか、今の貨

幣経済の枠組みの中では、明示的な価値を与えら

れていないものも救えるというんでしょうか、拾

えるという可能性があるというような、そういう

解釈でよろしいわけですね。

丸山はい。

司会:玉川 もし、ほかにご質問がなければ

ちょっと 1つ、パネリストの方全員にちょっとお

聞きしてみたいんですが、今の話題にもありまし

たけれども、地域という単位なんですけれども、

地域通貨の話で言えば、ある一定のサービスに対

して通貨というもので対応できるというようなこ

とも、現実にそういう状態が出てきたとした場合

に、ほかのサービスとかほかの労働とか、そうい

うものにも地域通貨が当てはまるといいますか、

当てはめようとしてどんどんそういう方向で推し

進めていった場合に、地域通貨の流通する範囲が

拡大しないといけないというようなイメージ、そ

ういうような必然性というのはないんでしょう

か。それをまず、ちょっと丸山先生にお話しいた

だいてから議論してみたいと思いますが。

丸山 地域通貨の汎用性ということにかかわると

思うんですが、むしろ汎用的な使い方は現金に任

せておいた方がよろしいのではないか。地域通貨

は、やはりキャッシュではできないものを補うと

いうところに最大の特色があるので、例えば市町

村の、そのまた大字に当たるようなところで地域

通貨が循環しているとすると、幾つもの地域の中

で地域通貨が循環していて、その聞にネットワー

クができる可能性もあると思うんです。こういう

場合に、それではまち全体の地域通貨を新たにつ

くって全部統合すればいいかという話が必ず出て

くると思うんです。そして、さらには東京都とか

神奈川県全体の地域通貨をつくれないかという話

が必ず出てくると思うんですけれども、おそら

く、そこでは新たに、また分業関係が成立するこ

とになると思うので、それで地域通過のマーケッ

トが多くなって、全体が 1つになるというふうに

は考えられないのではないかと思うんです。その

辺は、ちょっと私もまだ事例が少ないということ

と、例えば 1つの地域通貨グループで100人とか

300人とかその程度ですから、それが 1つのグ

ループで5，000人とか 1万人とかなってきて、そ

れで勢いがついて県全体に広がるというのは、将

来的には出てくるかもしれないけれども、今の現

実の地域通貨の動きを見ていると、まだとてもそ

ういうイメージを持てるようなところまで育つて

ない。

ただ、それは日本の話なんですが、アルゼンチ

ンの地域通貨も、最近割と注目されて日本で紹介

されるようになってきていますけれども、アルゼ

ンチンはこれを 1万人とか、多分10万人ぐらいの

単位で、地域通貨を使った取引が行われているんで

す。これは何をやっているかというと、市場のよ



92 総合都市研究 第 77号 2002

うな場所がありまして、その中で地域通貨だけを

使って商品をやり取りする。商品とは言わないん

ですけれども、生産物を取引してるんですね。そ

のような取引をする場所がブエノスアイレスの街

の中にも何個所もあるし、ブエノスアイレスだけ

ではなくて地方都市にも広がっていて、おそらく

全部見ると全国に散らばっているんですね。

そのときに面白いのは、地域通貨それぞれのグ

ループが発行しているんだけれども、これが交換

可能で、全国の地域通貨グループどこに行っても

基本的にはほかのグループが発行した地域通貨で

あっても受け取ることができるという形で、ある

意味では玉川先生が想定されているような全国版

地域通貨というものが、アルゼンチンの場合には

出来上がってるんですね。だから、これはもはや

地域通貨と呼ばない方がいいのではないかという

意見の方もいるんですが、ただ、現金と違うの

は、汎用性がやはりないということで、その地域

通貨で取引ができるものは限られた生産物であ

り、それから近隣におけるサービスのやり取りと

か、使用はあくまでローカルなものなんです。だ

から、全国的な金融の取引とかにはその地域通貨

は使えないし、それによって大きな建物を建てる

とか、公共事業に使うという性質のものには、今

の段階ではなっていないですね。

司会玉川どうぞ。

質問者 私も地域通貨というのは話でしかわから

ないんですけれども、今のアルゼンチンのような

例ですと、我々人類の文明の中で貨幣経済という

ものが出てきた初期の話と同じことが起きている

んではないかという気がするんですね。本来、物

々交換でやったりサービスを直接提供し合うもの

が、ある主の債券によってやり取りする。結局、

二重経済構造というのか、多分広げていくと二重

経済構造になっていって、それはある種の混乱を

招くのかなという気がするんですね。最も混乱と

いうか、問題が起きるとすると、要するに貨幣経

済の方は税金という形で社会基盤なり、パブリッ

クな支援を吸い上げる構造が裏側にあって経済が

成り立ってるんだと思うんですが、地域経済とい

うのは、極端に言うと地域経済で物をつくって物

を売るというのは脱税行為だというふうに言われ

ないのかという、特に所得税はいいんですけれど

も、消費税ですとかそういう形の税金に対して、

どういう位置づけになるのかというのがわからな

い。ただ、新しいローカル・ネットワークをつ

くって lつのコンパクトシティーというか、コン

パクトなシステムをつくる仕組みとしては非常に

魅力的な道具なんじゃないかという気はするんで

すけれども、そのあたりの仕切りというんでしょ

うか、教えていただけるとありがたいんです。

丸山 何か、私ばかりお答えしていますが、地域

通貨のことになると、これは Iつは規模の問題が

あって、今の日本で行っている程度の地域通貨で

あれば課税の対象に引っ掛からないという、税務

署自身がこの程度の規模であればということで見

逃している部分があるんですね。アルゼンチンの

場合ですと、税金を徴収するというシステム自体

が、やはりあそこではかなり混乱しているという

か限界がありますので、脱税は日常茶飯事という

のがあって、税金取ろうにも取れないという問題

がある。

だだ、そういうことではなくて、将来的に地域

通貨がある程度、商業取引の方にも拡大していく

というときにどうすればいいかということについ

ては一応の対策が考えられておりまして、カナダ

で行われている地域通貨は商業取引にも使えると

いうことでやっているんですけれども、その場合

には経営者が地域通貨を使った取引も現金の取引

というふうに計算をして、それで税金を払うとき

には地域通貨の取引分も現金で税金を払うという

ことで、税務当局の許可を得ているんです。

日本でもそれを心配したグループがありまし

て、例えば草津市の「おうみ」、あれも例えばタ

クシーを使うときにタクシー料金の、例えば半分

をおうみで取るとか、ある場合には全額おうみで

受け取ったらしいですけれども、そういうふうに

ビジネスの中に地域通貨を使うようなことを始め

ているものですから、それで税務当局と話をした

ら、その地域通貨を使った部分を現金の取引とし

てちゃんとリポート、報告して、そして税金も納

めればその限りでは地域通貨を使おうが、キヤツ
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シュを使おうが特に問題はないという答えをも

らっているという、一応今の段階ではそういう話

になっているんですね。

ただ、ややこしいのは、ビジネスとそうでない

ものとの区別というのが、だんだんあいまいに

なってくるだろうと思うんですね。例えば、市場

がどんどん自由化してしまえば、あいまいになっ

ても全然差し支えないんだけれども、ある程度既

得権益というか、プロの集団が市場を支配してる

ときに、地域通貨を使った、言ってみればタク

シー業界で白タクのようなものが出てきたとき

に、商業の倫理に、そのあたりの慣習が崩れてい

くのじゃないかという、そういう不安も残ってい

ると思います。

ただ、日本においては、おそらくそこまで地域

通貨が深刻な問題を発展させるところまで成長し

てないと思います。

司会玉川はい、どうぞ。

質問者 地域通貨の話じゃない話しに・

司会:玉川 構いません。

質問者 ちょっと地域通貨のことについて、その

汎用性ということで言えば、文化を共有するとこ

ろでは地域通貨が進むんじゃないかなと。同じ価

値観、それは終わり。

今日のテーマの持続可能なということの定義の

問題が、ちょっときょうの先生方のお話の中で見

えてこなかったので、何の持続可能なのか、ある

いは誰の持続可能なのか、そこのところが何かそ

れぞれの専門分野でどのように議論されているの

か。私は、都市に住んでも人間は 1つの構成要素

でありますけれども、人間を忘れては都市は成り

立たないし、地球も成り立たないと思うんです

ね。往々にして、環境ゃなんか論ずる人の話だ

と、極端な話、地球のためにはということで人間

の生活を切り詰めるとか、非常にそういう極端な

話が出てくるし、実際にそうしなくては本当に何

ともできないのかもしれないけれども、人間とい

うものを中心に置いて、人間の幸せのために持続

可能な都市とは何なのかというような視点でとら

えたときに、きょうのパネリストの先生方の分野

でどういうふうに議論が展開できるのかというと

いうことを、ちょっと教えていただきたいと思い

ます。

司会:玉川 それでは、順番にお願いしたいと思

いますが、もう 1点、ちょっと私の方から質問を

つけ加えさせていただきたいと思うんですが、今

ちょと地域の話をしていたので、それぞれのパネ

リストの皆さんに、どういうんでしょうか、制御

できる地域単位というんでしょうか、何らかのコ

ントロールとか、あるいは何らかのまとまりをつ

けられる地域単位というのが、それぞれ可能な分

野で考えられるのかどうなのかということです

ね。それをあわせて伺いたいと思います。考えら

れるかどうか、それから、考えられるとすればど

れぐらいのものがイメージできるかですね。それ

を今の萩原先生の、何のための、あるいは誰のた

めに持続可能性ということなんだというのと、あ

わせてお伺いしたいと思います。

ご発言の順番でよろしいでしょうか。河中先

生。

河中 大変難しい質問を 2つも、大変困ってしま

うんで、打ち破られそうなんですが、実は持続可

能性というのは、私が概要を説明した研究のとき

に、報告書とかそれをもとにしたいろいろな雑誌

等の発表などでは使ったと思うんですけども、

キーワードではなくて、そこの厳密な定義とかそ

ういうこともなくというとちょっと語弊があるで

すけれども、省資源、省エネルギーは大事だと。

それで本日、私以外の方のご指橋で、結局地球環

境の変動に対するそこの関係性が明白になってい

ることに対して、都市計画は何ができるか、建築

は何ができるかというのも当時の建設省建築研究

所の中で、別の人聞がやっていましたし、土木研究

所の中でのまた別の人間が土木分野でやってい

て、国土地理院ではまた別の人聞が土地利用につ

いてやっていて、いきなりそれでスタートに出ま

して、そういう話題をこういう一連の玉川先生の

企画されている循環型社会とまちづくりという中

でも話題提供という形でお呼びいただいたのも持

続可能性だと思うんですね。

ですから、そういう大仰な定義なしに、何とな

くというと語弊があるんですけど、まずスタート
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をして、こうやると今までのやり方でそのまま延

長していくよりは、悪影響を減らせる部分改良的

というか、前進的というか、そういうような考え

方のヒントがあるんじゃないかということでやっ

てきたつもりです。それは、研究グループの中で

は別の意見を持ってる方もあったと思うので、ま

ず持続可能性という大枠を前提に据えた上で、そ

れを徹底的に議論して進めたという技術研究所が

なかったということであります。

持続可能性というのは、大変難しいんですけれ

ども、私はちょっと違ったとらえ方をすると、

Marcotullio先生が言われたことの含蓄の中に、多

分国際的に先にいいとこ取りしてしまって環境資

源を食い尽くすように依存してしまっているとこ

ろと、遅れてきたところがこちらに配分を与えろ

というので、そういうようなことで地球環境変動

に対する国際的なルールづくりが難航する中で、

多分こういう言い方をするところもあるけれど

も、先にいいとこ取りをしてしまった先進国で

は、多分日本も確実にその中にいる、それが結局

優位を保った上で、地球全体が破滅を来すとか、

あるいは国際的に非常にひどいアンバランスが起

きて、例えば島隣国家が水没してしまうとか、あ

るいはいろいろリスクがある。そういうことを避

けるために、できるだけのことをやっておいて、

持続可能性ということが少しでも今までやってき

たやり方よりは現実味を帯びていくようにするよ

うな、そういうやり方をそれぞれの分野で探ろう

としている。その中で、都市計画の中で考えると

そういうことを結果としては考えたいというよう

なことになるのかと思います。

それから、人間中心ということも、これも哲学

の問題だと思うので、多分、環境保全論者の中に

は、人聞が増えてしまったことが諸悪の根源であ

るという意味から、人間の数自体のコントロール

とか制御とか、そういったちょっと怖いシナリオ

を主張される方もあるのではないかと思うんで

す。そういう議論に対しては、やはり都市計画を

研究している人たちゃ、実務家の中にもいろいろ

な考え方があるんでしょうけれども、私も今いる

人が存続できるとか、その子孫が暮らすとか活動

が行える。その程度が縮小したりとかそういうこ

ともあり得ると思うんですが、それが続いていく

ような形で人間あっての地球とか、人間中心主義

で見たときの人間活動を支えてくれるための地球

が残っていくようにしようという、そういうよう

な視点に立っている場合が、自分自身も含めて多

いのではないかという気がします。

そういう意味でいうと、人間中心主義なんです

けども、それが個々人の幸せとか、あるいは居住

の圧縮で移住させられた人たちの社会的環境のコ

ミュニティー、そういうことになってくると、物

としての都市を扱う都市計画の人間というのは、

えてしてそこら辺の人間的関係とか、その価値と

いうものに対して、さほど意味を置かなかったり

する、これは自戒の念も込めてです。

それから、コントロールできる地域単位という

玉川先生のご質問は、非常に難しくて、ちょっと

答えようがない。例えば、最適規模の都市はどれ

ぐらいかとか、自治体の最適の規模はどれぐらい

かという最適都市の議論があって、ちょっと似た

ような部分があって、個人的にはちょっとイメー

ジできません。現在、マンションの建てかえの研

究という仕事にかかっておりまして、その中の合

意形成というようなことで考えると、例えば大規

模な団地型のマンションになってきて何百戸もあ

ると、お互いに住民かどうかもよくわからない

し、役員なんかも誰がやっているのかわからな

い。決してその団地の中にはコミュニティーが存

在しないということではないのですがマンション

や団地を維持、修繕管理をしたり、いよいよ建て

かえが必要なときに決断できるような単位として

考えたとき、数百戸というのが既に大き過ぎるわ

けです。これはいろいろな建築計画、コミュニ

ティーの議論で言われていることですが、顔が見

える範囲が20とか30、50人とか、自分たちはここ

で一蓮托生になっているから、ここに関してはお

互い不満なことがあっても情報は共有して、必要

なときには決断していかなくてはいけないとい

う、そういう最小単位についていろいろな議論が

あります。

司会凶玉川 ありがとうござ浮います。では、高見
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さん、お願いします。

高見 難しいご質問で、何とお答えしていいかよ

くわからないんですけれども。まず持続可能性の

話の方ですが、私の考えている基本的なところを

説明しましょう。日本交通政策研究会というとこ

ろがありまして、以前そこで持続可能な交通につ

いてのプロジェクトに参加させていただいたんで

すが、持続可能性というものをどうとらえるかと

いう話になりましたときに、やはり 1987年のブル

ントラント委員会の定義、つまり、将来世代の

ニーズを損なうことのないような形で現在世代の

ニーズを満たすということですが、それを押さえ

ておくべきだろうということになりました。ま

た、世銀のレポートでもそうですが、他でも「持

続可能な交通」というものを社会、経済、環境の

3つの側面から考えるという記述を見た記憶があ

りますし、少なくとも都市交通の分野ではそうい

うふうに捉えるものだということで理解をしてい

ます。

ただ、 rC02排出量を減らす」でも「モビリ

ティーをカットするj でも何でもいいんですけれ

ども、ではどの程度までそれをカッ卜すれば将来

世代に迷惑をかけることがないのかという点はあ

いまいなまま来ている印象があります。その点は

あいまいにしたままで、でも排出量は少ないほう

がいいということが政策目標にされる。概念的に

は、持続可能性という制約条件の中で、例えば満

足度的なものであったり、モビリティーであった

りを高めるにはどうするか、という枠組みでもっ

て交通戦略を決めるというような話にはなってき

ていると思いますが、ではそれがどういうレベル

であれば持続可能なのかという話はちょっと難し

いということです。

ですが、我々の今の活動水準をできるだけ維持

しながら環境への影響を少なくするにはどうすれ

ばよいかという視点。活動水準が維持できなけれ

ば、社会的・経済的な持続可能性が損われる側面

があるわけですから。そういう視点が一般的だと

思いますので、現在の世代の人間の生活を切り詰

めないといけないという話では必ずしもないと思

います。

それと、玉川先生の方の話ですけれども、コン

トロールできるというのをどう捉えるかという話

もあるかと思うんですが、商業地理学なんかで

は、商業機能なり、センターなりというものに階

層性があるということが考えられていますね。そ

れと交通手段というのがある程度対応していれ

ば、例えば徒歩圏の中に近隣センターがあれば、

そういった圏域を 1つのまとまりとして捉えるこ

とはできるだろう。

しかし、自動車の登場によってその辺はしっ

ちゃかめっちゃかになったわけです。おそらく多

摩ニュータウンのセンターも、もともとはできる

だけ近隣センターに徒歩で、行って用を済ましても

らうという意図で計画されていて、それで用が足

せない場合には遠くの、永山駅や多摩センター駅

にまで買物に行ってもらって、それでもだめなら

新宿とか。そういう段階というのが想定されてい

たはずなんですが、自動車はそういうのを全部ぶ

ち壊してしまって、もういきなり車でどこかに買

物に行ってしまうというのが普通のことになって

しまった。ですので、現実的には、自動車の行動

圏というものをまとまりのある単位として捉えざ

るを得ないだろうと思います。

ただ、最近はこういうのは下火になってきたの

かもしれませんが、例えば新潟県の上越あたり

に、昔、いろいろな店舗が集まって、数万平米規

模で、駐車場も数千台分あるようなパワーセン

ターができた。その集客範囲が新潟県内であれば

まだいいんですが、富山ナンバーや石川ナンバー

の車も並んでいるとかいう話を聞くと、どうもコ

ントロールは難しいし、一体どういう範囲をまと

まりとして捉えればいいのか、悩んでしまうとこ

ろがあります。

司会:玉川 ありがとうございました。園部先

生、お願いします。

園部 持続可能性というのをどう考えているのか

というのは、私はこの話を聞いたときに一番質問

してみたかったことなんですね。私自身は、学部

のときの社会工学という一応工学部だ、ったので、

持続可能性と言われるとローマクラブの成長の限

界を思い出すんですよね。ちょうど私が学生のこ
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ろその辺がはやって、アルタイの道とかそういう

シミュレーションのモデルというのがあって、そ

ういう形でグローパルにエネルギーとか人口量と

か、環境とか、そういうもので持続可能なシステ

ムを考えていきたいという、そういうイメージが

ものすごく強かったもので、このお話を受けたと

きに、「ううん、何でこの話が持続可能性なん

だ」と、全然わからなくて、きょうも余りよくわ

かつてないところがあるんですが。社会学からい

いますと、持続可能性という言葉はまず、使ってな

いと思います。第3世界の都市をやってる人は、

その辺はちょっと詳しくないんですが、持続可能

性という言葉は、サステナビリティーという言葉

は使ってないと思います。それが、私のきょう報

告するのに困った第2点でして、それで無理やり

ソーシャル・サステナビリティーというのをつ

くったんです。さっきも言いましたように、高見

さんが言われたように、それはもう既にあるんだ

というのをきょう初めて知りました。そういう見

方をしても間違いではないのかなという気もした

わけです。

つい先ほどおっしゃられた何のためか、だれの

ためかというのは、ものすごく重要なことだと思

います。ですけど、それは人間だと言われました

けれども、人間というのは一塊でない、いろいろ

いるわけです。さっきは階層という形で振り分け

ましたけれども、そういう面で言えば、一般の人

たちにとってのサステナビリティー、持続可能性

が、さっき挙げたホームレスとかそういう人たち

にとっては好ましいとは限らないわけですね。端

的な例は、いわゆる公園をきれいにすれば普通の

人にとってはいいんだけれども、ホームレスに

とってはそれは住居がなくなることですから大問

題だということですね。気をつけなくてはいけな

いのは、往々にして我々というのは、ミドルクラ

スに大抵基づきますので、その価値観で推し測っ

てしまうというと、それが私は研究をやっていく

ときに常に反省しておかないと、だれのためにが

一部の人というかある種のミドルクラスだけのた

めになる可能性が、非常に高いということを感じ

ています。答えになったかどうかわかりません

が、そのぐらいでよろしいでしょうか。

それから、制御できる地域単位でしたつけ。こ

れも社会学の範囲からいうと、あまりに世の中を

コントロールしようという場面ではないので。

司会:玉川 コントロールそのものは意識されな

いのはわかりますけれども、なにかまとまりとい

うのはイメージとして持たれているところはある

んでしょうか。

園都 それは問題が違って、例えば介護だ、ったら

介護の、ある種の最適なグループもあるわけです

ね、 NPOつくるときやNGOつくるときの、あま

り遠くまで介護に行くというのはないことですか

ら、遠くまで・・・・わかりませんけれども、そ

れぞれの問題によって範囲はあることは確かです

けれども、一概に 1つの地域帯があるかと言われ

れば、あるとしたら自治体かなと。

司会ー玉川 どうもありがとうごさやいました。ク

ロザーの丸山先生、よろしくお願いします。

丸山 経済の分野では、持続性と言えば持続的な

開発です。サステナブル・ディベロップメントと

いうフレーズの中で使われていて、結局それは環

境と開発をいかに調和させる事ができるかという

問題に帰着すると思うんです。きょうの私の話の

中の定義といいますか考え方でいけば、経済の成

長を環境容量の範囲内にとどめること、それがサ

ステナビリティーであるというふうに、抽象的に

は言えると思います。

ただ、環境容量に合わせて経済成長をコント

ロールするということは、今の経済の規模を小さ

く、 2分の lにする、っき詰めて言えば物質の使

用量を、資源消費量を 2分の 1にするということ

ですから、そうなると、だれのためということ

で、わたしたちの生活の水準を 2分の lに下げな

ければいけないのだろうかという問題になるかも

しれないけれども、そういうふうに持っていく以

外に考え方がないかというのが、私が実は言いた

かったことなんですね。

つまり、物の利用は2分の lにするけれども、

だけど満足度、豊かさは極端に言えば倍になる経

済があってもいいんじゃないかという、そういう

可能性としての経済システム、そういうことを考
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えた方がいいのであって、そのための目安として

今まで、は規模の経済でかなり大掛かりなマーケッ

トをつくって、その中に参入することばかりを考

えてたけれども、そうではなくてローカルなマー

ケットをもう一度活性化させたり、あるいはマー

ケットに依存しないような地域の人間関係の中で

生活のある部分をそこに依存させるとか、そうい

う形で経済の規模を小さくしながら暮らしの豊か

さを追求するということが、おそらくは持続可能

性の中身になるだろうというようなことを考えて

おります。

それで、地域の規模の問題なんですが、私は今

まで比較的農村とか中山間地域とか漁村とか見て

回ったんですが、数少ない事例ではありますが、

日常生活でお互いに接触し合える範囲というのは

非常に小さいなというふうに思います。おそら

く、 500人とか1，000人ぐらいの地区が生活の基本

になっていっている。たとえば、去年、おととし

と新潟県の大和町の地域調査に行ったんですが、

ここの人口が 1万2，000人あってその中の地区が

4つに分かれているので、 1つの地区が3，000人

前後。大和町の住民の意識調査をすると、町と地

区のどっちに愛着を感じるかという質問をする

と、大体地区の方が愛着度が高いですね。町全体

に対する愛着度の方が少し低くなっているという

ような結果が出ているので、文化的というのか、

一番生活に密着したところでの地域の範囲という

のは、おそらくかなり狭いものになるだろうとい

うふうに、印象ですけれども思っています。

逆に、経済的な生活でどの程度の地域が必要か

ということになると、大和町の場合はどうしても

六日町とか、ほかのもう少し大きな都市がないと

生活が円滑に行われないという感じになっていま

すから、そういう意味では30万とか50万とか、か

なりまとまった地域を考えないと衣・食・住を包

み込むような経済のまとまりというのは、残念な

がら出てこないのではないかなというふうに。残

念かそうではなくてむしろそうなんだということ

かもしれないですけれども、ある程度はやはり数

十万程度のまとまりがないと、経済単位としては

地域で完結しないなという印象を持っておりま

す。

司会 玉川 どうもありがとうございました。ほ

かにいろいろな意見もあろうかと思うんですが、

大分時間も過ぎてしまいました。非常に司会が不

手際で申しわけございません。

ごらんのように、今までいろいろ研究会でご発

表いただいたり、あるいは「総合都市研究」にお

書きいただいた方の議論を横断的につなげてみよ

うという試みだ、ったんですが、なかなかそこまで

はいかなかったと思いますけれども、一応議論の

一端を都市研究所のプロジェクトのファイナル・

ミーティングとしてお示し申し上げたということ

だと思います。

きょうは、本当に長時間にわたりまして、パネ

リストの皆様、それからMarcotullioさん、それか

ら会場の皆さん、どうもありがとうございまし

た。

(了)




